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第１ 平成 30 年度の業務実績評価について 

  山陽小野田市公立大学法人評価委員会は、「公立大学法人山陽小野田市立山口東京 

理科大学各事業年度の業務実績評価実施要領」に基づき、公立大学法人山陽小野田 

市立山口東京理科大学（以下「法人」という。）の平成 30 年度における業務の実績 

に関する評価を行った。 

 

 １ 評価に関する基本的な考え方 

  (1) 評価は、教育研究の特性、自主性、自律性に配慮しつつ、法人の継続的な質 

的向上に資するものとする。 

(2) 評価は、中期目標・中期計画の達成状況を踏まえ、法人の業務実績全体につ 

いて総合的に行う。 

(3) 評価は、一連の過程を通じて、法人の状況を分かりやすく示し、社会への説 

明責任を果たすものとする。 

(4) 評価は、法人が自主的に行う組織・業務全般の見直しや次期の中期目標・中 

期計画の検討に資するものとする。 

(5) 評価にかかる業務が法人の過度の負担とならないように留意する。 

(6) 評価の仕組みについては、必要に応じて工夫・改善を行う。 

 ２ 評価方法 

   評価は、法人の自己点検・評価に基づいて行うことを基本とする。業務実績評 

価は、「全体評価」、「大項目別評価」、「事業単位・指標単位評価」により行った。 

  (1) 全体評価 

     事業単位・指標単位評価及び大項目別評価の結果を踏まえ、法人の中期目 

標の達成に向けた中期計画全体の進捗状況を総合的に勘案して評価を行った。 

(2) 大項目別評価 

   事業単位・指標単位評価の結果を踏まえ、６つの大項目（15 区分）ごとに、 

中期計画の進捗状況について評価を行った。 

(3) 事業単位・指標単位評価 

     年度計画に記載された事項ごと（事業単位）及び評価指標ごと（指標単位） 

の実施状況または達成状況を確認し、評価を行った。 
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 ３ 年度評価における評価項目と評価基準 

  (1) 評価項目 

評価区分 評価の対象、内容等 

項目別 

評価あ 

事業単位 

評価ふふ 

年度計画のⅠからⅥの最小項目として記載されている各事項の達成状況 

※ ⅦからⅪに係る実績については、全体評価の際に参考情報としている。 

指標単位 

評価ふふ 
年度計画の各数値目標の達成状況 

大項目別 

評価ふふ 

事業単位評価及び指標単位評価を踏まえた、中期計画における６つの大項

目（１５区分）ごとの進捗状況 

 

Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

Ⅳ．財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

１ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成 

Ⅴ．するための措置 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

１ 施設設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

３ 法令遵守及び危機管理に関する目標を達成するための措置 

全体評価 項目別評価を踏まえた中期計画全体の進捗状況 
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  (2) 評価基準 

評価区分 評定 評語 評価の目安 

項 

目 

別 

評 

価 

事業単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 上回るもしくは十分な実施 

ｂ 年度計画を概ね実施 実施 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 下回るもしくは実施が不十分 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 特に劣るもしくは実施せず 

指標単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 達成率 100％以上 

ｂ 年度計画を概ね実施 達成率 80％以上 100％未満 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 達成率 60％以上 80％未満 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 達成率 60％未満 

大項目別 

評価ああ 

Ａ 中期計画の進捗は順調 

大項目別（１５区分）に、中期

計画の進捗状況について、事業

単位評価及び指標単位評価か

ら総合的に勘案し、評価 

Ｂ 中期計画の進捗は概ね順調 

Ｃ 
中期計画の進捗はやや遅れて

いる 

Ｄ 中期計画の進捗は遅れている 

全体評価 

中期計画の進捗は順調 

中期計画全体の進捗状況につ

いて、項目別評価から総合的に

勘案し、評価 

中期計画の進捗は概ね順調 

中期計画の進捗はやや遅れている 

中期計画の進捗は遅れている 
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第２ 評価結果 

 １ 全体評価 

  (1) 評価結果 

中期計画の進捗は概ね順調である 
 

  (2) 評価理由 

   ア．総括 

      平成 30 年度は、公立化後３年目を迎えるとともに、これまで準備を進め 

てきた山口県内初となる薬学部が平成 30 年４月に開学された。公立化前年 

から工学部では高い志願倍率が続いているが、新設された薬学部において 

も高い志願倍率となり、公立大学としての期待の高さが伺われる。また、 

平成 30 年度は、６年間の中期計画のうち前半３年間を終え、中期計画の達 

成に向けて、後半３年間をどのように取り組むのかを判断するため、進捗 

状況をしっかりと見極め、評価をしなければならない重要な年度である。 

このことを踏まえ、法人から提出された平成 30 年度の事業報告書に基づ 

いて行った評価委員会の事業・指標単位評価においては、年度計画の全 90 

項目のうち「ａ評価：年度計画を上回る」又は「ｂ評価：年度計画を概ね 

実施」のいずれかとなっており、これまで 1 項目あった「ｃ評価：年度計 

画を十分に実施せず」が無くなり、年度計画通りに実施されていることが 

認められる。 

      その内訳を見てみると、「ａ評価」 

が 67 項目で約 74％、「ｂ評価」が約 

26％となっており、全体的には、中 

期計画の達成に向けて計画に基づき 

着実に取組が進められていると評価 

できる。また、大項目別評価（６項 

目）のうち、「Ａ評価：中期計画の 

進捗は順調」が３項目、「Ｂ評価： 

中期計画の進捗は概ね順調」が３項目で、前年度の評価と比べて年度計画 

を上回る「Ａ評価」が２項目増えていることから、その取組の多くが年度 

計画どおりに実施されていると判断される。 

 

a評価, 

74%

b評価, 

26%
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 今年度の事業報告書では、これまでの評価委員会の「業務実績に関する 

評価報告書」において指摘したような、成果を評価する上で十分理解でき 

ない項目や評価の判断基準が不十分な項目、記述が具体的でない項目がか 

なり是正されている。しかし、年度計画で設定された目標と計画に対する 

実施状況で記載された内容との関係性が不明確な項目がいくつか有り、目 

標設定と実施内容についての整合性に留意する必要がある。また、これも 

前年度に指摘した事であるが、年度計画の目標設定に当たっては可能な限 

りその成果を判断する根拠となる目標の数値化を図り、実績の記述につい 

ては年度計画に対する具体的な内容を記載するなど、第三者が進捗・達成 

状況を十分に理解できる記述表現に一層努めることが望まれる。さらに、 

今年度の指標単位の目標数値設定の考え方に不明瞭な箇所がいくつか見受 

けられる。そのため、目標数値設定には、その根拠を明確にすることも大 

切であると思われる。 

 しかしながら、前年度の評価と比べて、「ａ評価」の項目が 13 項目増え、 

54 項目から 67 項目となり、その割合が約 61％から約 74％と 13 ポイント 

上昇している。また、これまで１項目あった「ｃ評価」がなくなっている 

ことから、中期計画の達成に向けて年度計画を着実に進められていると認 

められ、中期計画の達成に向けた取組は、概ね順調に進められているとの 

評価が相当と判断される。 

      平成 30 年度は山口県初となる薬学部が開学し、公立大学に対する期待は、 

志願倍率から推察しても、非常に高まっていると思われる。この期待に応 

えるためには、年度計画を着実に実施し、中期計画を達成することが求め 

られており、理事長及び学長のリーダーシップのもとに教職員が一丸とな 

って、その意欲と能力を最大限に発揮し、目標達成に向けて取り組むこと 

が望まれる。 

      また、平成 30 年度の取組においては、理事長、学長を中心とした運営体 

制の強化が図られており、中期計画の達成に向けての着実な取組の実行が 

見込まれるため、山口東京理科大学に対する評価の一層の向上を期待して、 

全体評価の総括とする。 
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   イ．今後に対する意見 

      前年度も同様の意見を述べているが、年度計画の目標設定や業務実績に 

対する自己評価（計画の実施状況等）については、その記載内容が市民に 

理解し易い、市民目線に立った分かり易い表現が求められる。そのために 

は、曖昧な表現を避け、出来る限り数値化を図り、具体的な目標設定を行 

うとともに、自己評価については達成状況や進捗状況が分かるよう具体的 

に記述することが望まれる。 

 年度計画及び計画の実施状況等の記載内容については、市民が理解し易 

い表現・語句に努めていただき、難解な語句や略式英字等の使用は極力避 

け、専門用語を使用する場合には注記で説明する等、分かり易い表現を心 

掛けることが大切である。 

      また、評価委員会が適切な評価を行うためには、計画の進捗度を評価す 

るのか、改善の成果を評価するのか、何について評価するのかが判断し易 

いよう、年度計画を策定する際には、適正な目標設定に努めることが望ま 

れる。さらに、指標単位の目標数値の設定根拠の明確化も、目標達成状況 

を理解する上で大切である。
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表 全体評価と大項目別評価 

全体 

評価 

大 項 目 別 評 価 

評価項目数 

大項目（６区分） 
評価 

結果 

中期計画の

進捗は順調 

 

中期計画の

進捗は概ね

順調あああ 

中期計画の

進捗はやや

遅れている 

中期計画の

進捗は遅れ

ているああ 

中 

期 

計 

画 

の 

進 

捗 

は 

概 

ね 

順 

調 

Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標 

  を達成するための措置 Ａ ○    
事業評価  32 

指標評価  06 

Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関す 

る目標を達成するための措置 Ａ ○    
事業評価  14 

指標評価  02 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する 

目標を達成するための措置 Ｂ  ○   事業評価  20 

Ⅳ．財務内容の改善に関する目標を達成 

するための措置 Ｂ  ○   事業評価  06 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る 

情報の提供に関する目標を達成する 

ための措置 
Ｂ  ○   事業評価  03 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を 

達成するための措置 Ａ ○    事業評価  07 
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 ２ 大項目別評価 

  Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

〔№1～№32、[1]～[6]〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、38 項目（事業評価 32、 

指標評価６）のうち、a 評価が 31 項目（事業 

評価 25、指標評価６）、b 評価が７項目（事業 

評価７）であり、順調な進捗状況であると評 

価できる。 

Ａ 
(進捗は順調) 

※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：38〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料３の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 31 

 
b 7 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 一般入試の志願倍率が計画の 6.4 倍（平成 30 年度公立大学一般入試志願倍率） 

を大幅に上回る 11.3 倍となっている。                 [１] 

 (2) 公務員専門学校による公務員受験対策講座を開講し、公務員希望者 12 人中 11 

人が合格し、高い合格率（91.7％）となっている。           【№21】 

  (3) 「地域産業論」の開講や市内・県内企業による学内企業説明会を開催し、地元 

企業の魅力を伝える取り組みを推進し、県内出身者の県内企業就職率が平成 29 年 

度の 56.3％から 8.5 ポイント上昇し、64.8％と伸びている。      【№23】 

  (4) 外部資金獲得額が平成 29 年度の 76,761 千円から 49,955 千円増額（対前年度 

39.4％増加）した 126,716 千円となり、大幅に伸びている。         [５] 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

 (1) 山口県及び市の薬剤師会と包括連携・協力に関する協定を締結し、知的・人的 

資源の交流及び活用を図っているが、山口県産業技術センター等との学術交流の 

推進について更なる取組が望まれる。                 【№31】 

 (2) 科学研究費補助金申請率が昨年度 76.0％より減少しているが、計画 75.0％以 

上をわずかに上回って 75.6％になっている。今後、研究活動の活性化を図り、科 

学研究補助金申請率の向上を期待する。                [６] 

 

 

 

a, 82%

b, 18%
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評価値 Xa 

＝82％ 



 

  Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

〔№33～№46、[7]～[8]〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、16 項目（事業評価 14、 

指標評価２）のうち、a 評価が 14 項目（事業 

評価 13、指標評価１）、b 評価が２項目（事業 

評価１、指標評価１）であり、順調な進捗状 

況であると評価できる。 

Ａ 
(進捗は順調) 

※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：16〕  

※ 評価値Ｘａは、参考資料３の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 14 

 
b 2 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 大学開放授業を前期 10 講座、後期 11 講座開講し、５講座以上の計画を大きく 

上回っている。また、県内の高等学校を対象に、出前講義や体験学習を開催して 

いる。                              【№39】 

 (2) 大学の技術シーズと企業の技術ニーズのマッチングを図り、支援する調整役と 

してコーディネーター２名を配置し、12 件の連携案件の推進と特許取得の支援を 

行っている。                            【№41】 

 (3) 入学者に占める県内出身者の割合を高めるため、県内高校出身者を対象とした 

地域推薦を実施し、工学部では 46 人（入学定員の 23％相当）、薬学部では 30 人 

（入学定員の 25％相当）を地域推薦の入学定員として設定している。  【№44】 

 

★今後に期待する事項 

   下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

 (1) 山口県インターンシップ推進協議会と連携し、県内企業へのインターンシップ 

に 92 人が参加しているが、県内企業への就職割合を高めていくため、山口県イン 

ターンシップ推進協議会との連携強化に向けての更なる取組に期待する。 【№46】 

 (2) 県内企業就職率が、計画の 34.0％以上から 2.9 ポイント減少し、31.1％となっ 

ているが、県内就職者数は平成 29 年度が 34 人に対し、平成 30 年度が 68 人と倍 

増している。今後、県内企業との連携強化に努められ、県内企業就職率向上への 

取組が望まれる。                                  [８] 

 

 

 

a, 87.5%

b, 

12.5%

9 

評価値 Xa 

＝87.5％ 



 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

〔№47～№66〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、20 項目（事業評価 20） 

のうち、a 評価が 11 項目、b 評価が９項目で 

あり、概ね順調な進捗状況であると評価でき 

る。 

Ｂ 
(概ね順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：20〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料３の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 11 

 
b 9 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 理事会及び学長室会議の設置や担当理事制及び副学長制の導入により、理事長 

と学長を中心とした運営体制の強化に取り組んでいる。         【№47】 

 (2) 外部有識者の専門的知見を活用し、大学運営に参画する体制の構築のため、外 

部有識者を理事や経営審議会、教育研究審議会等の委員に委嘱している。 【№53】 

  (3) 学部及び研究科等の教育研究組織を見直し、適切な教員配置を行うため、液晶 

研究所と先進材料研究所を発展的に改組し、研究推進機構を平成 31 年４月に設置 

する計画を作成している。                      【№60】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

  (1) 科学研究補助金の獲得件数の増加を目指し、申請説明会の開催や申請者に加算 

配分することによって、教員の科学研究費補助金の申請が昨年度の実績 76.0％よ 

り減少しているが、計画 75.0％を上回っている。今後も引き続き、研究活動の活 

性化に取組み、科学研究補助金申請率の向上を期待する。        【№62】 

 (2) インターネット出願の推進、学生アパート紹介業務、入試関連業務等、外部委 

託の活用により業務の効率化を推進している。引き続き、外部委託の活用や情報 

化の推進に努め、併せて電子化による業務効率化の取組が望まれる。   【№65】 

 

 

 

 

 

a, 55%

b, 45%

10 

評価値 Xa 

＝55％ 



 

Ⅳ．業務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

〔№67～№72〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、６項目（事業評価６） 

のうち、a 評価が３項目、b 評価が３項目であ 

り、概ね順調な進捗状況であると評価できる。 

Ｂ 
(概ね順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：6〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料３の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 3 

 
b 3 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 研究代表者として外部資金及び科学研究費補助金等を獲得した教員に対し、教 

員研究費としてインセンティブ特別配分を実施している。        【№69】 

 (2) 学内売店スペースを拡充し、書籍コーナーの増設や３箇所目となる学生食堂を 

オープンする等、利用者の利便性の向上に努めている。         【№70】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

 (1) 平成 30 年４月に薬学部が設置されたため、大学院薬学研究科薬学専攻の設置に 

向けた準備委員会を設置し、基本構想の作成に向けた準備を進めている。この新 

設置計画の大学院において、学生・教員の教育研究活動の充実と、入学定員の確 

保ができるよう、準備委員会での基本構想策定を期待する。      【№67】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a, 50%b, 50%

11 

評価値 Xa 

＝50％ 



 

Ⅴ．自 己 点 検 、 評 価 及 び 当 該 状 況 に 係 る 情 報 の 提 供 に 関 す る 目 標 を 達 成 す る た め の 措 置  

〔№73～№75〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、３項目（事業評価３） 

のうち、a 評価が２項目、b 評価が１項目であ 

り、概ね順調な進捗状況であると評価できる。 

Ｂ 
(概ね順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：3〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料３の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 2 

 
b 1 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 工学部の３学科について自己点検・評価を実施し、日本技術者教育認定機構 

（JABEE）に継続審査の申請を行い、認定を受けている。また、教育課程の再課 

程認定を文部科学省に申請し、認定を受けている。          【№73】 

(2) 中期計画及び年度計画に対する自己点検及び評価の結果について要約した資 

料、山陽小野田市公立大学法人評価委員会による評価結果について、大学のホー 

ムページに掲載し、公表している。                        【№75】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

(1) 工学部が日本技術者教育認定機構（JABEE）による一括審査方式にて受審を 

行い、機械工学科、電機工学科、応用化学科の３学科が継続認定を受けている。 

この審査結果をもとに、大学自己点検・評価システムの仕組・機能の適切さに関 

する点検を実施し、JABEE 認定プログラム履修者の増加を期待する。  【№74】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a, 67%

b, 

33%

12 

評価値 Xa 

＝67％ 



 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

〔№76～№82〕 

評価委員会 

評   価 

 評価の項目全体では、７項目（事業評価７） 

のうち、a 評価が６項目、b 評価が１項目であ 

り、順調な進捗状況であると評価できる。 

Ａ 
(進捗は順調) 

 ※ 評価委員会の事業単位・指標単位評価〔全体の項目数：7〕 

※ 評価値Ｘａは、参考資料３の式(1)を参照 

 

 評価 項目数 

 
a 6 

 
b 1 

 
c 0 

 
d 0 

 

★特筆すべき事項及び評価できる事項 

 (1) 研究室等における薬品類の適正な保管管理、作業環境の安全管理等を強化する 

ため、環境安全管理室の設置に向けて準備を進め、学生や研究従事者の健康保全 

及び安全衛生の確保に努めている。                  【№78】 

 (2) 薬品管理システム CRIS の運用を開始し、薬品の一元管理の強化を図るととも 

に、管理を適切に行うために「環境安全のしおり」を作成している。   【№79】 

 (3) 災害対応能力の向上を目指して宇部・山陽小野田消防局と連携し、学生消防団 

員に 12 名が任命されている。                    【№82】 

 

★今後に期待する事項 

  下記の事項については、年度計画に基づき着実に実施し、中期計画の達成に向け 

て、更なる取組を期待したい。 

 (1) 学生及び教職員を対象に防災講習会、防災訓練、煙避難訓練、消火訓練を１回 

実施している。しかし、近年、異常気象が毎年のように発生する中、薬学部が設 

置され、学生数や管理する施設設備が増加しているため、安心して教育研究活動 

が行えるよう、危機管理体制の整備に向けてより一層の取組を期待する。【№80】 

 

 

 

 

 

 

 

 

a, 86%

b, 14%

13 

評価値 Xa 

＝86％ 



 

参考 山陽小野田市公立大学法人評価委員会 委員名簿 

 

（敬称略、五十音順） 

氏   名 役 職 等 備考 

うえの  じゅんじ 

上 野 順 司 

一般社団法人小野田青年会議所 直前

理事長／監事 
 

お お も と  り え 

大 本 理 恵 
元 山口銀行 小野田支店長  

こ う だ  か た し 

江 田 方 志 
小野田商工会議所 副会頭  

ひ ら の  ゆ う じ 

平 野 雄 二 

元 山口県病院薬剤師会 理事 

元 宇部興産中央病院 薬剤部長 

委員長の 

職務代理 

やまもと ひろやす 

山 本 普 康 

元 九州共立大学大学院 教授 

元 新日本製鐵株式会社 主幹研究員 
委 員 長 

 

  任期：平成 31 年(2019 年)１月 21 日～令和３年(2021 年)１月 20 日 
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３ 事業単位・指標単位評価 

中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和 3 年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(１) 教育内容及び教育の成果等の充実 

 
 

① 教育課程編成方針等の明確化 

確かな基礎学力と高度な専門知識 

を修得した人間性豊かな人材を養 

成するため、学位授与方針、教育 

課程の編成方針及び入学者受入方 

針を明確に定め実践する。 

 

1．学部・学科の学位授与方針と教 

 育課程の編成方針の関連性及び一 

貫性を、より分かりやすく整理を 

行い実践する。 

 

1．入学者受入方針、教育課程の編 

成方針、学位授与方針の 3 つの方 

針を明確に定め、入学者受入方針 

に基づき入学者選抜要項及び学生 

募集要項を作成し、適切に入学試 

験を実施した。また新たに、学習 

成果の評価の方針の整備を行った。 

ａ a 

 

明確化した 3 つの方針に基づ 

き、入学試験等を着実に実施し 

ている。また、新たに学習成果 

の評価の方針の整備を行ってい 

る。 

 

 
 

2．大学院工学研究科の学位の種別 

（理学・工学）に応じた教育課程 

の内容及び方法について検討を行 

い、大学院生が入学時から修得す 

る学位を意識しながら学修を進め 

られるようにする。 

 

2．修得する学位を意識しながら学 

修を進められるように、理学の学 

位を取得する場合の教育課程につ 

いて原案を作成した。また、外部 

講師を招聘して技術報告書作成セ 

ミナーを開講した。 

ｂ b 

 

修学する学位を意識しながら 

学修を進められるように、教育 

課程の原案を作成している。ま 

た、外部講師を招いてセミナー 

を開講している。 

 
 

② 教育方法の工夫・開発 

講義形式で行っている授業に能動 

的学修力の育成に効果的な教育手 

法アクティブ・ラーニングを取り 

入れる。 

 

3．市内企業が抱えている技術的課 

題を学生がグループで把握・分析 

し、対策創出・提案を行うアクテ 

ィブ・ラーニング「地域技術学」 

を開講し、課題発見・問題解決能 

力を有する自立した人材を養成す 

る。 

 

3．産学連携による実践型人材育成 

教育として「地域技術学」を開講。 

協力していただく企業が前年度の 

4 社から 8 社に倍増し、多様な技 

術的課題を学生がグループで把握・ 

分析し、対策創出・提案を行い、 

学生から企業にプレゼンテーショ 

ンを行った。 

ａ a 

 

産学連携による実践型人材育 

成教育を行うアクティブ・ラー 

ニング「地域技術学」を開講し、 

協力企業が平成 29 年度の 4 社 

から 8 社に倍増しており、産学 

官連携の効果が期待できる。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

③ 教養科目の体系化 

  現代社会が直面する課題に対応 

する分離融合科目統合科学や、異 

分野・学際領域理解のための科目 

を充実する。また、英語教育の強 

化を図り英語による授業を拡大充 

実し、その効果を測定するために 

TOEIC を利用する。 

 

4．地域に関する科目の授業内容、授 

業方法、開講年次等の見直しを行 

い、一層の体系化を図る。 

 

4．タスクフォースを組織し、地域に 

関する科目の授業内容、授業方法、 

開講年次等の見直しと体系化を行 

った。薬学部では文理融合、異分野・ 

学際領域理解のための「学術と地域 

文化」を開講した。 
ａ a 

 

地域に関する科目の授業内容、 

授業方法、開講年次等の見直し 

と体系化を行っている。薬学部 

では文理融合、異分野・学際領 

域理解のための「学術と地域文 

化」を開講している。 

 

 
 

5．英語力診断テスト VELC（Visua 

lizing English Language Compet 

ency Test）を導入し、1 年生に 

対し年 4 回実施することで、コミ 

ュニケーション能力を測定する。 

また、TOEIC の一層の活用を推進 

する。 

 

5．毎週木曜日に TOEIC 対策講座を 

開講し、約 60 名の学生が参加し 

た。TOIEC IP を学内で年 3 回実 

施し、1 年生の受験者平均点が前 

年度に対し 17.5％向上した。ま 

た、英語力診断テスト VELC を壱 

年次に 4 回実施し、定期的にコミュ 

ニケーション能力を測定した。 

ａ a 

 

TOIEC IP を学内で年 3 回実 

施し、1 年生の受験者平均点が 

前年度に対し 17.5％向上して 

いる。また、英語力診断テスト 

VELC を 1 年次に 4 回実施し、 

定期的にコミュニケーション能 

力を測定している。 

 
 

④ 国際感覚を備えた人材の養成 

学生の目線を海外に向けさせ異文 

化に触れる機会として、短期留学を 

実施するために国際交流センター 

を設置するとともに、渡航中も安心 

して教育研究活動に臨めるよう危 

機管理の体制を整備する。 

 

6．欧米・豪州・アジア各地域への 

短期語学留学を推進するため、オ 

リエンテーション等により学生に 

資料を配布し、短期留学説明会を 

開催する。 

 

6．短期語学留学説明会を 4 月に開 

催、9 月には短期語学留学に参加 

した学生 2 名による体験報告会を 

開催し、平成 31 年 4 月には国際学 

会や海外留学に参加した学生によ 

る海外留学体験発表会を開催する 

こととした。 

ａ a 

 

短期語学留学説明会を 4 月に 

開催、9 月には短期語学留学に 

参加した学生 2 名による体験報 

告会を開催している。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

④ 国際感覚を備えた人材の養成 

学生の目線を海外に向けさせ異文 

化に触れる機会として、短期留学を 

実施するために国際交流センター 

を設置するとともに、渡航中も安心 

して教育研究活動に臨めるよう危 

機管理の体制を整備する。 

 

7．工学部において外国人留学生を対 

象にした特別選抜を実施する。 

 

7．工学部において外国人留学生を対 

象にした特別選抜を実施し、入学定 

員若干人に対し 21 人の志願があっ 

た。また、日本国際連合協会山口県 

本部が主催する「第 29 回外国人に 

よる日本語スピーチコンテスト」に 

おいて、本学の留学生が優秀賞を受 

賞した。 

ａ a 

 

工学部において外国人留学生 

を対象にした特別選抜を実施し、 

入学定員若干人に対し 21 人が 

志願している。 

 
 

 
 

8．山陽小野田市と姉妹都市である豪 

州モートンベイ市にて設置が計画 

されている市立大学との連携に向 

けた事前調査を進める。また、渡 

航中の学生に対する危機管理体制 

の整備を図る。 

 

8．文部科学省の「日本人の海外留 

学促進事業」の一環で実施されて 

いる「文部科学省国際学会等参加 

補助企画」に薬学部生１名が採用 

された。また、本学の国際交流推 

進機構において、渡航中の学生に 

対する危機管理体制の見直しを行 

った。 

ｂ b 

 

 

国際交流推進機構において、 

渡航中の学生に対する危機管理 

体制の見直しを行っている。今 

後、山陽小野田市と姉妹都市で 

ある豪州モートンベイ市にて設 

置が計画されている市立大学と 

の連携に向けた事前調査への取 

組が期待される。 

 

 （２）教員の教育能力向上の推進 

 
 

大学及び大学院の教育の内容及 

び方法の改善を図るための教員の 

組織的な研修（FD 活動）を計画 

的に実施する。 

 

9．教育の内容及び方法の改善を図る  

ための教員の組織的な研修（FD 研 

修）を 2 回以上開催する。 

 

9．「学修成果可視化の意義と学生の 

学び」、「公立理工系大学の教育改 

革から学ぶ」、「これからの時代に 

求められる大学と IR の役割」な 

ど、教育の内容及び方法の改善を 

図るための教員の組織的な研修 

（FD 研修）を年 8 回開催した。 

ａ a 

 

教育の内容及び方法の改善を 

図るための教員の組織的な研修 

（FD 研修）を、計画の年 2 回 

を大きく上回る年 8 回開催して 

いる。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

大学及び大学院の教育の内容及 

び方法の改善を図るための教員の 

組織的な研修（FD 活動）を計画 

的に実施する。 

 

10．大学リーグやまぐちの FD セミ 

ナー及び外部機関による教員の組 

織的な研修（FD 研修）に積極的 

に参加する。 

 

10．大学リーグやまぐちの FD セミ 

ナーに 5 人の職員が参加した。ま 

た、学生による授業評価アンケー 

トにおいて評価が高かった授業科 

目を教員が聴講し、担当教員も含 

めて教授法について議論を行う 

「研究授業」を実施し、授業改善 

に有効な教授法を抽出し、各授業 

担当者に還元するように努めた。 

ａ a 

 

大学リーグやまぐちの FD セ 

ミナーに 5 人の職員が参加して 

いる。また、教授法について議 

論を行う「研究授業」を実施 

し、授業改善に有効な教授法を 

抽出し、各授業担当者に還元す 

るよう努めている。 

 

 （３）学生の受入れに関する方針の明示 

 
 

入学者に求める能力、適性等を 

入学者受入方針（アドミッショ 

ン・ポリシー）として明確化し、 

入試方法及び評価方法を点検し、 

適宜修正を加える。 

 

11．入学試験要項中、入学者受入方 

針（アドミッション・ポリシー） 

に入学者に求める能力、適性等を 

明記し、実施する。 

 

11．入学者に求める能力・適性等を 

入学者受入方針（アドミッショ 

ン・ポリシー）として定め、入試 

方法及び評価方法を入学者選抜要 

項に反映し、高校教員対象入試説 

明会、オープンキャンパス等にお 

いて周知のうえ、入学試験を実施 

した。 

ａ a 

 

入学者受入方針（アドミッシ 

ョン・ポリシー）を定め、入試 

方法及び評価方法を入学者選抜 

要項に反映し、入学試験を実施 

している。 

 

【教育に関する指標】 

 

 
 

[1] 一般入試の志願倍率 6.4 倍以上 

志願者数(一般入試)÷入学定員(一 

般入試) 

（参考） 

平成 30 年度公立大学一般入試志願 

倍率 6.4 倍 

 

一般入試の志願倍率 11.3 倍 

志願者数(一般入試)2,392 人 

÷入学定員(一般入試)212 人 

ａ a 

 

一般入試の志願倍率が計画の 

6.4 倍（平成 30 年度公立大学 

一般入試志願倍率）を大幅に上 

回る 11.3 倍となっている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

 
 

[2] 入学定員充足率 100％ 

入学者数÷入学定員 320 人 

 

入学定員充足率 115.0％ 

入学者数 368 人÷入学定員 320 人 ａ a 

 

入学定員充足率 100％の計画 

を上回っている。 

 

２ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

 （１）多様なニーズに対応した支援 

 
 

① 経済的理由や罹災等で就学が困 

難な学生に対する授業料減免制度 

や大学独自の奨励金制度等の仕組 

みを構築する。 

 

12．経済的理由等により就学が困難 

な学生に対する授業料減免制度を 

適切に運用する。また、大学独自 

の特待生奨学金の給付を行う。 

 

12．経済的理由等により就学が困難 

な学生に対し、授業料全額免除 43 

人（前年度 0 人）、授業料半額免除 

134 人（前年度 56 人）が採用され 

た。また、学業において特に優秀 

な成績を収めた者に対し学業を奨 

励することを目的として年間 10 万 

円が給付される特待生奨学金に 10 

名が採用された。 

ａ a 

 

授業料全額免除が 43 人、授 

業料半額免除が 134 人採用され、 

適切に授業料減免制度が運用さ 

れている。大学独自の特待生奨 

励金の給付を行っている。 

 
 

 
 

13．山陽小野田市と連携し、市内に 

住民票を移す学生への経済的な優 

遇措置の周知を行う。 

 

13．山陽小野田市と連携し、市内に 

住民票を移す学生を対象に、市内 

の協力店を利用した際に 3 万円を 

上限に経済的助成を受ける制度で 

ある「住まいる奨励金」を創設し、 

学生に周知した。 

ａ a 

 

山陽小野田市と連携し、市内 

に住民票を移す学生を対象に 

「住まいる奨励金」を創設し、 

学生に周知している。 

 
 

② 学生の主体的な課外活動を運営、 

財政の両面から支援し、主体性の 

向上と社会性の涵養を促進する。 

また、学生自治会、教育後援会及 

び同窓会との協力体制を整備する。 

 

14．部室棟の再建に向けた準備を行 

い、学友会と協力しながら部室棟 

の基本構想を作成する。 

 

14．近隣の公立大学の部室棟の視察 

を行い、部室棟の基本構想の原案 

を作成し、教授総会及び理事会に 

て協議を行った。 ａ a 

 

近隣の公立大学の部室棟の視 

察を行い、部室棟の基本構想の 

原案を作成し、教授総会及び理 

事会にて協議を行っている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

② 学生の主体的な課外活動を運営、 

財政の両面から支援し、主体性の 

向上と社会性の涵養を促進する。 

また、学生自治会、教育後援会及 

び同窓会との協力体制を整備する。 

 

15．学生フォーミュラ活動、地域 G 

IS 活動など、学生の主体的な課 

外活動を財政面から支援し、主体 

性の向上と社会性の涵養を促進す 

る。 

 

15．プロジェクト教育として実施し 

ている学生フォーミュラプロジェ 

クト、電力システムプロジェク 

ト、地域 GIS 活動に対して財政 

面から支援を行った。 
ｂ b 

 

プロジェクト教育（学生フォ 

ーミュラプロジェクト、電力シ 

ステムプロジェクト、地域 GIS 

活動）として実施している活動 

に対して財政面から支援を行っ 

ている。 

 

 
 

16．教育後援会と協力して、保証人 

懇談会を 1 回以上開催し、大学と 

保証人との連携を密にすることに 

よって、大学教育への理解が深ま 

るようにする。 

 

16．保証人懇談会を年１回開催し、 

教育及び進路支援に関する説明に 

加え、学園祭実行委員の学生から 

活動報告を行い、大学教育への理 

解がより深まるように配慮した。 

ｂ b 

 

保証人懇談会を年 1 回開催し、 

保証人の大学教育への理解が深 

まるように配慮している。 

 
 

③ 学生の健康診断、心的支援及び 

生活相談等を行う体制を整備し、 

担任教員制度を活用して問題を抱 

える学生や留学生及び障がいを持 

つ学生への支援を行う。 

 

17．学業面や生活面で不安を感じて 

いる学生及び留学生に対して、先 

輩学生が支援を行うピアサポート 

を実施する。 

 

17．学業面や生活面で不安を感じて 

いる学生及び留学生に対して、先 

輩学生が支援を行うピアサポート 

を毎週月曜日から金曜日の 16 時 30 

分から 18 時 30 分に実施した。 
ａ a 

 

学業面や生活面で不安を感じ 

ている学生及び留学生に対して、 

毎週平日の 2 時間、先輩学生が 

支援を行うピアサポートを実施 

している。 

 
 

 
 

18．教員による学生相談のほか、臨 

床心理士による学生相談を週 4 回、 

診療内科医による学生相談を月 1 

回実施し、学生の健康相談、心的 

支援及び生活相談等を行う。 

 

18．臨床心理士による学生相談を週 

4 回、心療内科医による学生相談 

を月 1 回実施し、専門家による学 

生相談の充実に努めた。また、障 

害学生支援コーディネーターによ 

る学生相談を週１回実施した。 

ａ a 

 

臨床心理士や診療内科医によ 

る学生相談を実施している。ま 

た、障害学生支援コーディネー 

ターによる学生相談を実施し、 

専門家による学生相談の充実に 

努めている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

 （２）キャリア支援の充実 

 
 
 

① キャリア支援センターと学部・ 

研究科が連携し、就職の斡旋等に 

とどまらず、進学を含むキャリア 

形成全般について支援するととも 

に、市内企業及び県内企業の魅力 

を多くの学生に知ってもらうため 

の取組みを強化する。 

 

19．キャリアカウンセラーによる学 

生相談を週 2 回実施し、専門家に 

よる就職・進学に対する相談・助 

言体制を充実させる。 

 

19．キャリアカウンセラーによる学 

生相談を週 3 回、ハローワークジ 

ョブサポーターによる進路相談を 

週 1 回実施し、専門家による就 

職・進学に対する相談・助言行っ 

た。 

ａ a 

 
 

 キャリウカウンセラーによる 

学生相談を週 3 回、ハローワー 

クジョブサポーターによる進路 

相談を週 1 回実施し、専門家に 

よる就職・進学に対する相談・ 

助言体制を充実させている。 

 
 

 20．専門分野に関わるインターンシ 

ップに取り組み、単位認定に相応 

しい修学態度や能力を評価する取 

り組みを推進する。 

 

20．専門分野に関わるインターンシ 

ップ、経済同友会による長期イン 

ターンシップの取り組みを推進し 

た。 
ｂ b 

 
 

 専門分野のインターンシップ、 

経済同友会の長期インターンシ 

ップに取り組んでいる。 

 
 

② 教員採用試験、公務員採用試験 

及び国家資格試験等の特別講座を 

開講し、各試験の合格率を高める 

取組みを実施する。 

 

21．公務員専門学校講師による公務 

員採用試験対策講座を開講し、公 

務員採用に向けた学内説明会を開 

催する。 

 

21．3 年生、2 年生を対象に、公務 

員専門学校による公務員受験対策 

講座を土曜日と夏期休暇期間に開 

講し、165 時間の講座を実施した。 

平成 31 年 3 月卒業者では、公務員 

希望者 12 人中 11 人が合格した。 

ａ a 

 
 

 公務員専門学校による公務員 

受験対策講座を開講し、公務員 

希望者 12 人中 11 人が合格し、 

高い合格率（91.7％）となって 

いる。 

 
 

 
 

22．教員採用試験対策講座、面接対 

策、模擬試験、教育実習訪問視察、 

模擬授業を実施する。 

 

 

22．元県立高等学校の校長による教 

員採用試験対策講座、教育実習の 

訪問視察等を実施し、公立学校教 

員及び私立学校教員の合格者を輩 

出した。 

ａ a 

 

 

 教員採用試験対策講座や教育 

実習の訪問視察等を実施し、公 

立学校教員及び私立学校教員の 

合格者を輩出している。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

③ 県内企業に対して、本学が主催 

する企業面談会への参加や本学内 

での会社説明会等の開催を実施す 

ることにより、県内就職を希望す 

る学生と企業のマッチングの機会 

の拡大を図る。 

 

23．市内・県内企業学内企業説明会 

を 1 回以上開催し、地元企業の魅 

力を伝える取り組みを推進する。 

 

23．(1) 山口県の産業史、山口県の 

産業構造と産業振興施策、地域産 

業のあるべき姿等を産業戦略と国 

家基本計画を俯瞰しつつ学習する 

プロジェクト教育「地域産業論」 

を必修科目として開講し、地域へ 

の職業意識を高める取り組みを行 

った。 

(2) 市内・県内企業学内企業説明会 

を年 4 回開催し、地元企業の魅力 

を伝える取り組みを推進した結果、 

県内出身者の県内企業就職率は 

64.8％と、前年度の 56.3％から 

8.5 ポイント上昇した。 

ａ a 

 

 

「地域産業論」の開講や市内・ 

県内企業による学内企業説明会 

を開催し、地元企業の魅力を伝 

える取り組みを推進し、県内出 

身者の県内企業就職率が平成 

29 年度の 56.3％から 8.5 ポイ 

ント上昇し、64.8％と伸びてい 

る。 

 
 

 
 

24．県内企業への就職率を向上させ 

るため、受け皿となる企業を発掘 

するために積極的に県内企業を訪 

問する。 

 

24．山口県内企業を教職員が訪問し、 

本学の教育研究の説明と来年度に 

向けた採用計画及び求人等の情報 

収集を行なった。また、採用に関 

する企業アンケート調査を実施し 

た。 

ａ a 

 

 

 県内企業への就職率の向上の

ため、教職員による山口県内企

業への訪問や採用に関する企業

アンケートの実施等、積極的に

取り組んでいる。 

 

【学生への支援に関する指標】 

 
 

 
 

[3] 就職決定率 95.0％以上 

就職者数÷就職希望者数 

（参考）平成 30 年度理系国公立大学 

就職内定率 92.0％ 

就職内定率は、就職希望者に対す 

る就職内定者の割合 

 

就職決定率 96.9％ 

就職者 219 人÷就職希望者数 226 人 

ａ a 

 

 就職決定率が 95.0％以上の

計画を上回り、96.9％となって 

いる。 

 

 

2
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

 
 

[4] 学生満足度 79.1％以上 

平成 33 年度時点の第二次山陽小野 

田市総合計画目標値。大学学生活意 

識調査での設問「全体的にみて本学 

の学生生活に満足していますか」に 

対する「とても満足している」、「ま 

あ満足している」の回答 

 

学生満足度 87.3％ 

平成 30 年度大学生活意識調査での 

設問「全体的にみて本学の学生生活 

に満足していますか」に対する「と 

ても満足している」、「まあ満足して 

いる」の回答 

ａ a 

 

 

 学生満足度が計画下限値の

79.1％を 8.2 ポイント上回る 

87.3％と高い水準になってい 

る。 

 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究活動の活性化 
 

 

① 産学官連携の研究プロジェクト 

の検討、企画を行う。 

② 研究活動の主体である大学院生 

の入学者増加を図り、全ての研究 

室に大学院生が在籍することを目 

指す。 

 

25．本学における研究活動に一層の 

活性化を推進し、研究成果の公表 

を促進する。 

 

25．大学の技術シーズと企業の技術 

ニーズのマッチングを支援するた 

めに、研究室公開・技術相談会を 

開催し、技術紹介 3 件、ポスター 

展示 35 件、研究室公開 3 件、個別 

技術相談、研究室見学ツアーを実 

施した。 

ａ a 

 

 研究室公開や技術相談会を積 

極的に行い、産学連携を推進し、 

大学の研究成果の公表に取り組 

んでいる。 

 
 

 
 

26．本学と企業が実際に共同して事 

業に取り組んだ事例集を作成し、 

具体的な産学官による連携方法の 

周知を図る。 

 

26．本学と企業が共同して事業に取 

り組んだ事例を取りまとめ、研究 

課題、論文、学会発表、特許等を 

集約した「研究者データベース」 

を公開した。 

ｂ a 

 

大学と企業が共同して事業に 

取り組んだ事例を取りまとめた 

「研究者データベース」を公表 

している。 

 
 

 
 

27．地域の課題解決をテーマにした 

地域密着型の卒業研究を実施し、 

その成果を市内各施設にて展示発 

表する。 

 

27．地域の課題をテーマにした地域 

密着型の卒業研究を実施し、その 

成果を山陽小野田市役所、山陽小 

野田中央図書館、厚狭複合施設に 

て展示発表を行った。 

ａ a 

 

 地域の課題をテーマにした地 

域密着型の卒業研究を実施し、 

その成果を市役所等において展 

示発表を行っている。 

 

 

2
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

（２）研究成果の集積と公表 

 
 

地域産業界や地域社会のニーズ 

にマッチした研究テーマ及び国際 

的に通用する研究領域を絞り込み、 

研究成果を挙げる上で最も有効な 

体制を検討する。 

 

28．地域の課題解決をテーマにした 

地域密着型の研究活動に取り組 

み、研究成果の公表を促進する。 

 

28．産業界のニーズに対応した教育 

改善・充実体制整備事業として、 

学生のアイディアと地元企業との 

連携を意識したモノづくりについ 

ての発表を 2 月 1 日に実施した。 

ｂ b 

 

 地域の課題解決をテーマにし 

た地域密着型の研究活動に取り 

組み、その研究成果を発表して 

いる。 

 
 

 
 

29．卒業研究において地域研究テー 

マに取り組み、学長がこれを認め 

た場合、地域卒業研究費として当 

該研究室に実験実習費を加算配分 

する。 

 

29．地域の課題をテーマにした地域 

密着型の卒業研究 20 件に対し、学 

長裁量による地域卒業研究費とし 

て、当該研究室に実験実習費を加 

算配分した。 

ａ a 

 

 地域研究テーマに取り組んだ 

卒業研究 20 件に対して、学長 

裁量による地域卒業研究費とし 

て実験実習費を加算配分してい 

る。 

 

（３）学術交流の促進 

 
 

  

国内外の大学や研究機関との交 

流、共同研究の拡大を図る。 

 

30．山口県内公立大学理事長・学長 

懇談会を継続し、県内公立大学と 

の学術交流を推進する。 

 

30．「山口県の活性化のために各公 

立大学が果たす役割」をテーマと 

し、10 月 3 日に山口県公立大学情 

報交換会を本学にて開催し、法人 

経営、教育改革、教育連携、人材 

育成、入試広報、学生支援の各分 

科会を実施した。 

ａ a 

 

 山口県公立大学情報交換会を 

開催し、教育改革や学生支援等 

の各分科会を実施している。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

 
 

 

31．山口県産業技術センター等との 

学術交流を推進する。 

 

 

 31．山口県薬剤師会及び山陽小野田 

薬剤師会と、知的・人的資源の交 

流及び活用を図り、地域の医療・ 

保健・福祉の発展及び向上に寄与 

することを目的として、包括連 

携・協力に関する協定を締結した。 

ｂ b 

 

 山口県及び市の薬剤師会と包

括連携・協力に関する協定を締

結し、知的・人的資源の交流及

び活用を図っている。今後、山

口県産業技術センター等との学

術交流の推進を期待する。 

 

 （４）研究倫理の徹底 

 
 

研究活動に係る不正防止を図る 

ための全学的な仕組みを構築する。 

 

32．研究倫理、不正防止、利益相反、 

ハラスメントについて法令を遵守 

し正しい管理運営を行うことがで 

きるように、教職員を対象に研修 

会を開催する。 

 

32．研究行動憲章、研究費の不正使用

の 防 止 、 不 正 防 止 ガ イ ド ラ イ 

ン、公的研究費不正防止計画、利 

益相反、知的財産等に関する留意 

事項を「教員ハンドブック」に取 

りまとめ、教職員に周知を図り、 

公的研究費等の使用に関する誓約 

書を教職員が提出した。教職員対 

象ハラスメント防止研修会と学生 

を対象にしたハラスメント防止研 

修会を開催した。また、事務系予 

算執行要項に基づき、不正防止に 

向けた事務職員対象の説明会を開 

催した。 

ａ a 

 

 研究倫理、不正防止等に関す 

る留意事項を「教員ハンドブッ 

ク」に取りまとめ、教職員に周 

知するとともに、教職員や学生 

を対象としたハラスメント防止 

研修会を開催している。また、 

事務職員を対象にした不正防止 

に関する説明会を開催してい 

る。 

 

【研究に関する指標】 

 

 

 

 

[5] 外部資金獲得額 76,761 千円以 

 上 

(参考)平成 29 年度獲得額 76,761 千 

 円 

 

外部資金獲得額 126,716 千円 

平成 29 年度獲得額 76,761 千円に 

対し 39.4％増加 ａ a 

 

 外部資金獲得額が、平成 29 

年度の 76,761 千円から 49,955 

千円増額（対前年度 39.4％増 

加）した 126,716 千円となり、 

大幅に伸びている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

 

 

  

 [6] 科学研究費補助金申請率 

75.0％以上 

 

 

科学研究費補助金申請率 75.6％ 

平成 30 年度科研費申請教員数 59 

人÷在籍教員数 78 人 ａ a 

 

 科学研究費補助金申請率が昨

年度 76.0％より減少している

が、計画 75.0％以上をわずかに

上回って 75.6％になっている。 

 

Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

１ 地域コミュニティの中核的存在としての拠点化 

 
 

(1) 地域連携センターの生涯学習 

部門及び地域連携室を中心に地域 

社会との連携や地域貢献活動を推 

進強化する。 

 

33．山陽小野田市・山口東京理科大 

学連携協議会と協力し、おのだサン 

パークを会場に市内小学校、中学 

校、高等学校、大学、企業が一堂 

に会する「かがく博覧会」を共催 

し、科学作品展や実験ブースを提 

供するとともに、児童・生徒によ 

る優秀な科学作品に対し学長賞を 

授与する。 

 

33．山陽小野田市・山口東京理科大 

学連携協議会と協力し、おのだサ 

ンパークを会場に「かがく博覧 

会」を開催し、本学から 9 つの実 

験ブースを出展。3,178 人の来場が 

あり、会場に展示された市内小・ 

中学生の科学作品約 200 点の中か 

ら学長賞と学長特別賞を授与した。 

ａ a 

 

 山陽小野田市と協力し、市内 

の小学校・中学校・高等学校・ 

企業等が参加する「かがく博覧 

会」を開催し、9 つの実験ブー 

スを出展するとともに、児童・ 

生徒の優秀な科学作品に対し、 

学長賞と学長特別賞を授与して 

いる。 

 
 

(2) 講演会、研修会、教育・教養 

講座及び中高教員向教育等を計画、 

実施する。 

 

 34．市民を対象に、科学にまつわる 

身近な話題を提供する「サイエン 

ス・カフェ」を、本学図書館及び 

山陽小野田市立中央図書館を会場 

に 2 回以上の開催を検討する。 

 

34．(1) 市民を対象に、科学にまつわ

る身近な話題を提供する「サイエン

ス・カフェ」を年 6 回開催し、約 100

人の参加があった。また、本学図書

館を会場に「薬用植物と 100 年前の

薬学雑誌」をテーマにミュージア

ム・ライブラリーを開催した。 

(2) 市民を対象に、文化勲章を受章

した東京理科大学藤嶋学長による

「教育文化講演会」を開催し約 150

人が参加した。 

ａ a 

 

 市民を対象に、科学にまつわ 

る身近な話題を提供する「サイ 

エンス・カフェ」を計画を上回 

る年 6 回開催している。さら 

に、文化勲章を受章した東京理 

科大学藤嶋学長による「教育文 

化講演会」を開催している。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

 

 

 

35．県内の中学・高校の理科教員を 

対象に、理科の授業に役立つ実践 

的なプログラムを提供する「理科 

教員のためのリカレントセミナー」 

を 1 回以上開催する。 

 

35．(1) 中学校及び高等学校の理科 

教員のためのリカレントセミナー 

を 12 月 10 日に開催し 10 名の参 

加があった。 

(2) 小学校、中学校及び高等学校 

の理科教員を対象にした教員免許 

更新講習会を 8 月 18 日に開催し 

た。 

ａ a 

 

 中学校及び高等学校の理科教 

員のためのリカレントセミナー 

や、小学校・中学校・高等学校 

の理科教員を対象にした教員免 

許更新講習会を開催し、中高教 

員向け教育等を実施している。 

 
 

(3) 地域の技術力向上の支援技術相 

談、企業教育支援、専門家派遣、人 

材の供給等を行う。 

 

36．大学の技術シーズと企業の技術 

ニーズのマッチングを支援するた 

めに、研究室の公開及び技術相談 

会を 1 回以上開催する。 

 

36．小野田商工会議所、山陽商工会議 

所、山陽小野田市と協働し、地域の 

技術力の向上に向けた研究室公開・ 

技術相談会を開催した。また 9 月 

17 日・18 日に開催された「やまぐ 

ち産業維新展」に本学の技術紹介ブ 

ースを出展し、200 人を超える参加 

があった。 

ａ a 

 

 大学の技術シーズと企業の技 

術ニーズのマッチングを支援す 

るための研究室公開・技術相談 

会の開催や「やまぐち産業維新 

展」に技術紹介ブースを出展し、 

地域の技術力向上に取り組んで 

いる。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

(4) 学生向けの地域教育の推進及び 

地域活動の支援大学施設・設備の 

提供、教員知識の活用等を行う。 

 

37．地域におけるボランティア活動 

の単位認定を行い、学生向けの地 

域教育の推進及び地域活動の支援 

を行う。 

 

37．(1) 小野田青年会議所創立 55 周 

年記念事業として、本学最寄り駅 

である雀田駅と周辺の環境整備に、 

学生ボランティアが駅舎を塗り替 

える作業に協力した。 

(2) 学生ボランティアが山陽小野 

田警察署と地域住民の方と共に、 

登校する児童の通学路の見守り活 

動を実施した。 

(3) 山口ゆめ花博において学生ボ 

ランティアによる薬草プレートの 

設置と学生による薬草クイズ大会 

を実施した。 

(4) 住吉まつりにおいて学生ボラ 

ンティアが設営、警備及び龍舞等 

に参加協力した。 

(5) 地域社会の課題をグループワ 

ークにより抽出しその解決を図る 

「地域社会学」を開講し、実践教 

育に取り組んだ。 

ａ a 

 

 学生向けの地域教育の推進及

び地域活動の支援として、地域 

や各種団体等が実施する環境活 

動や地域イベントへ多くの学生 

がボランティアとして参加して 

いる。また、地域社会の課題解 

決を図る「地域社会学」を開講 

し、実践教育に取り組んでいる。 

 

 

 

 

38．山陽小野田市江汐公園内に整備 

する大学附属薬用植物園を活用し、 

一般市民のための薬用植物観察 

会、薬用植物に関する講演会を開 

催し、薬用植物や生薬に関する知 

識を啓発する。 

 

38．山陽小野田市の江汐公園内に薬 

学部附属薬用植物園を整備し、一 

般市民のための「薬草ウォーク～ 

薬草を学ぶ、薬草で学ぶ」を開催 

し、薬用植物や生薬に関する知識 

の啓発に努めた。 

ａ a 

 

 江汐公園内に整備した薬学部 

附属薬用植物園においてイベン 

トを開催し、一般市民に薬用植 

物や生薬に関する知識の啓発に 

努めている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

(5) 地元小中高への出前授業や実験 

体験、市民への大学開放を実施す 

る。 

 

3 9．大学の授業を市民に開放する 

「大学開放授業」を 5 講座以上開 

講し、受講生には修了証を授与す 

る。 

 

39．(1) 大学開放授業を前期 10 講 

座、後期 11 講座開講し 18 人が受 

講した。受講生には学長から修了 

証を授与した。 

(2) 市内及び県内の高等学校を対 

象に、出前講義と大学内での体験 

学習を開催した。 

ａ a 

 

 大学開放授業を前期 10 講座、 

後期 11 講座開講し、5 講座以上 

の計画を大きく上回っている。 

また、県内の高等学校を対象に、 

出前講義や体験学習を開催して 

いる。 

 

 

 

 

40．薬学部による市民対象の健康講 

座を開講し、受講生には修了証を 

授与する。 

 

40．(1) 山陽小野田薬剤師会、医薬 

品適正使用推進機構、本学による 

共催プロジェクト「くすりの正し 

い飲み方：くすりと安全に安心し 

て付き合う」を小野田小学校にて 

開催した。 

(2) 市民を対象に、自分の体重を 

負荷としたトレーニング方法を学 

び、運動能力の向上を図ることで 

自立した生活を送ることを目的と 

した健康講座「座位中心のリズム 

体操」を開催した。 

ａ a 

 

 薬学部による市民を対象にし

た「くすりの正しい飲み方」や 

「座位中心のリズム体操」の健 

康講座を開催している。 

 

２ 産業界との連携 

 
 

(1) 大学の技術シーズと企業の技術 

ニーズのマッチングを図り、支援 

する仕組みを構築する。 

 

41．大学と企業との調整役を果たす 

コーディネーターを配置し、大学 

の技術シーズと企業の技術ニーズ 

のマッチングを図り、支援する仕 

組みを構築する。 

 

41．大学と企業との調整役を果たす 

コーディネーターを 2 名配置し、 

県内企業を中心に技術ニーズの把 

握を行い、12 件の連携案件の推進 

と特許取得の支援を行った。 
ａ a 

 

 大学の技術シーズと企業の技 

術ニーズのマッチングを図り、 

支援する調整役としてコーディ 

ネーターを 2 名配置し、12 件 

の連携案件の推進と特許取得の 

支援を行っている。 

 

 

2
9

 



 

 

中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

(2) 研究連携、シンポジウム、セミ 

ナー及び研究成果の活用促進等大 

学の外に向けた活動を活性化する。 

 

42．技術シーズ集を作成し、研究成 

果の活用促進に向けた取り組みを 

行う。 

 

42．工学部に加え薬学部の技術シー 

ズ集を作成した。また、小野田商 

工会議所の会報及び山陽商工会議 

所の会報に本学研究室の技術紹介 

を掲載した。 

ｂ a 

 

 工学部及び薬学部の技術シー 

ズ集の作成や商工会議所の会報 

に技術紹介を掲載し、研究成果 

の活用促進に向けた取り組みを 

行っている。 

 

３ 政策形成等に貢献するシンクタンク機能の発揮 

 
 

(1) 地域の課題に対して積極的に市 

や商工会議所の委員会、審議会に 

参加する。 

 

43．地方自治体や地域民間団体の審 

議会委員及び委員会委員に積極的 

に就任し、産学官の連携を推進す 

る。 

 

43．山陽小野田市の地方創生協議会 

委員、基本構想審議会委員、都市 

計画審議会委員、自治基本条例審 

議会委員など 20 の委員会・審議会 

に参加し、地域の課題解決に積極 

的に取り組んだ。 

ｂ a 

 

 市が設置する各種委員会・審 

議会の委員に就任し、地域の課 

題解決に積極的に取り組んでい 

る。今後、地域民間団体の委員 

会等にも参加し、地域の課題解 

決に向けての取り組みが期待さ 

れる。 

 

４ 学生の地元定着 

 （１）入学者に占める県内学生割合の向上 

 
 

入学者選抜の適正な実施に留意 

しつつ、入学者に占める県内出身 

者の割合を高めていく。 

 

44．山口県内高校出身者を対象とし 

た地域推薦県内枠、山陽小野田市 

内高校出身者及び在住者を対象と 

した地域推薦市内枠を実施する。 

また、本学の魅力を県内高校に積 

極的に発信する。 

 

44．県内高校出身者を対象とした地 

域推薦を実施した。工学部では入 

学定員 200 人のうち 23％に相当す 

る 46 人を、薬学部では入学定員 

120 人のうち 25％に相当する 30 

人を地域推薦の入学定員として設 

定した。 

ａ a 

 

 入学者に占める県内出身者の 

割合を高めるため、県内高校出 

身者を対象とした地域推薦を実 

施し、工学部では 46 人（入学 

定員の 23％相当）、薬学部では 

30 人（入学定員の 25％相当） 

を地域推薦の入学定員として設 

定している。 

 

 

 

 

3
0

 



 

 

中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

 （２）県内就職割合の向上 

 
 

大学を卒業し、県内に就職する 

者の割合を高めていく。 

 

 

45．市内企業を対象にした市内企業 

バス見学会を開催し、市内企業の 

魅力を紹介する取り組みを行う。 

 

45．市内企業 3 社を対象に、バス見 

学会を実施し、市内企業の魅力を 

紹介する取り組みを実施した。 ａ a 

 

市内企業 3 社を対象に、バス 

見学会を開催し、市内企業の魅 

力を紹介する取り組みを行って 

いる。 

 

 

 

 

46．山口県インターンシップ推進協議 

会との連携を強化し、県内企業イン

ターンシップの参加率を高める。 

 

46．山口県インターンシップ推進協議 

会と連携し、県内企業インターンシ 

ップに 92 人が参加した。 ｂ b 

 

 山口県インターンシップ推進 

協議会と連携し、県内企業への 

インターンシップに 92 人が参 

加している。 

 

【地域社会との連携、地域貢献に関する指標】 

 

 

 

[7] 入学者に占める県内出身者率 

23.0％以上 

（参考）地域枠募集人員 76 人÷入学 

定員 320 人 

入学者に占める県内出身者率

23.5％ 

県内出身者 87 人÷入学者 371 人 ａ a 

 

 入学者に占める県内出身者率 

は昨年度 27.0％に対し、今年 

度は 3.5 ポイント減少している 

が、計画を上回っている。 

 

 

 

[8] 県内企業就職率 34.0％以上 

県内就職者÷就職者 

（参考）平成 30 年度県内就職者 34 

人÷就職者 100 人 

県内企業就職率 31.1％ 

県内就職者 68 人÷就職者 219 人 

ｂ b 

 

 県内企業就職率が計画 34.0 

％以上から 2.9 ポイント減少 

し、31.1％となっているが、県 

内就職者は平成 30 年度が 34 人 

に対し、平成 30 年度が 68 人と 

倍増している。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

 （１）業務執行体制の強化 

 
 

① 理事長、学長を中心とした運営 

体制の構築 

経営審議会、教育研究審議会、教 

授総会、研究科会議等の管理運営 

と教育研究の緊密な運営体制を構 

築する。 

 

47．理事会、担当理事制、副学長制 

を導入し、理事長と学長を中心と 

した運営体制を強化する。 

 

47．理事長を議長とする理事会を設 

置するとともに担当理事制を導入 

した。また、副学長制を導入し、 

学長を議長とする学長室会議を設 

置することにより、理事長及び学 

長を中心とした運営体制の強化を 

図った。 

ａ a 

 

 理事会及び学長室会議の設置 

や担当理事制及び副学長制の導 

入により、理事長と学長を中心 

とした運営体制の強化に取り組 

んでいる。 

 
 

② 簡素で機能的な組織の編成 

運営組織の目的や業務内容の見直 

しを定期的に行い、簡素で効率的 

な組織を構築する。 

 

48．教育研究に関し、教育研究審議 

会、教授会、教授総会、学部運営 

会議、学長室会議等の機能を見直 

し、地方独立行政法人法に基づい 

た簡素で効率的な運営組織への移 

行を検討する。 

 

48．薬学部に新設に伴う教授総会及 

び学部運営会議の機能の見直し、 

教育研究審議会及び経営審議会の 

委員定数の削減等を行い、地方独 

立行政法人法に基づいた簡素で効 

率的な組織運営に努めた。 

ｂ b 

 

 教授総会や学部運営会議の見 

直し、各種審議会の委員定数の 

削減等を行い、地方独立行政法 

人法に基づいた簡素で効率的な 

運営組織の構築に努めている。 

 

 （２）人材育成の強化 

 
 

① 適切な人事評価制度の確立 

教員の能力、意欲、業績及び大学 

運営への貢献度が自己の処遇に適 

切に反映される多面的な人事評価 

制度を確立する。 

 

49．教員業績評価実施基準に基づき 

業績及び大学運営への貢献度が自 

己の処遇に適切に反映される多面 

的な人事評価制度の導入を行う。 

 

49．長期的な教員配置計画、採用方 

針及び採用方法等を集約し「教員 

人事関係取扱要項」を整備した。 

また、教員業績及び大学運営への 

貢献を Web 上で登録する「教員業 

績データベース」の運用を開始し、 

多面的な人事評価制度の一部試行 

を行った。 

ｂ b 

 

 長期的な教員配置計画等を集 

約した「教員人事関係取扱要 

領」の整備や教員実績等を登録 

する「教員業績データベース」 

の運用を開始し、多面的な人事 

評価制度の確立に向けて取り組 

んでいる。 

 

3
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

② 計画的な職員の採用と配置 

大学事務における専門性を強化す 

るため、職員人事計画を策定し、 

業務内容に応じた適材適所配置と 

人材確保を行う。 

 

50．大学事務における専門性を強化 

するため、公立大学協会における 

業務別の大学事務研修会に、職員 

を計画的に派遣する 

 

50．公立大学協会における業務別の 

大学事務研修会への参加計画を作 

成し、計画的に職員を派遣し大学 

事務における専門性の強化を図っ 

た。 

ｂ b 

 

 公立大学協会における業務別 

の大学事務研修会に計画的に職 

員を派遣し、大学事務における 

専門性の強化に努めている。 

 
 

③ 事務職員の職能開発 

管理運営及び教育研究支援等の向 

上に向けた組織的な職員研修 SD 

活動を計画的に実施する。 

 

51．事務職員の具体的な職務内容や 

その職務遂行の際に必要となる能 

力・知識等に求める職能をまとめ 

た事務職員ガイド及び組織的な職 

員研修（SD 研修）計画を作成し、 

管理運営及び教育研究支援等の向 

上に努めるとともに、目標管理制 

度に基づいた評価を行う。 

 

51．事務職員の具体的な職務内容や 

その職務遂行の際に必要となる能 

力・知識等に求める職能をまとめ 

た「事務職員ガイド」、「事務職員 

マナーブック」を作成するととも 

に職員研修（SD 研修）を 8 回開催 

した。 

ｂ b 

 

 事務職員に求める職能をまと 

めた「事務職員ガイド」、「事務 

職員マナーブック」の作成や職 

員研修（SD 研修）を開催し、 

事務職員の職能開発に努めてい 

る。 

 

 （３）地域に開かれた大学づくりの推進 

 
 

① 大学に関する情報の積極的な提 

 供 

多様な広報の手段や機会を効果的 

に活用し、社会への説明責任を果 

たすと共に、大学ブランド力を高 

めるための情報提供、広報活動を 

推進する。 

 

52．オープンキャンパス、進学相談 

 会、高校訪問、メディア等による 

 広報活動を推進し、大学に関する 

情報の積極的な提供に努める。 

 

52．(1) 高校教員対象入試説明会、 

進学相談会、高校訪問、オープン 

キャンパスによる広報活動を積極 

的に推進し、オープンキャンパス 

参加者は 1,844 人、入学定員 320 

人に対し志願者数は 2,648 人とな 

った。 

(2) 学生ボランティアと教職員が 

大学周辺の清掃を行う「キャンパ 

スクリーンキャンペーン」年 4 回 

行い、環境配慮活動と社会奉仕の 

重要性を認識する機会とした。 

ａ a 

 

高校教員を対象にした入試説 

明会、進学相談会、オープンキ 

ャンパス等の開催により、大学 

に関する情報の積極的な提供に 

努めた結果、志願者数が 2,648 

人と、入学定員の 8.3 倍になっ 

ている。 

 

 

 

3
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

② 外部有識者が大学運営に参画す 

る仕組みの充実 

理事、経営審議会、教育研究審議 

会の委員等に外部有識者を委嘱し、 

大学運営に参画する体制を構築す 

る。 

 

53．理事、経営審議会委員、教育研 

究審議会委員に外部有識者を委嘱 

し、外部有識者が大学運営に参画 

する仕組みを充実する。 

 

53．理事、経営審議会委員、教育研 

究審議会委員に、小野田商工会議 

所会頭、山陽商工会議所会頭、学 

校法人東京理科大学常務理事、市 

内・県内企業経営層、医療関係者 

をはじめ、外部有識者を複数名委 

嘱し、専門的知見を活用し、外部 

有識者が大学運営に参画する仕組 

みを構築した。 

ａ a 

 

 外部有識者の専門的知見を活 

用し、大学運営に参画する体制 

の構築のため、外部有識者を理 

事や経営審議会、教育研究審議 

会等の委員に委嘱している。 

 
 

③ 初等中等教育への支援 

小・中学校における理科教育事業 

や教員の指導力向上のための研修 

会等に講師を派遣する。 

 

54．山陽小野田市内の小中学校に出 

向き、児童・生徒の興味が沸くよ 

うな科学実験を行う「ほんものの 

科学体験講座」を 21 回以上開催 

し、理科教育の支援を行う。 

 

54．(1) 山陽小野田市教育委員会と 

連携し、小・中学校の児童生徒を 

対象にした理科教育事業「ほんも 

のの科学体験講座」を年 25 回開催 

した。 

(2) 図書館の所蔵資料の地域住民 

への公開として、山陽小野田市に 

在住、勤務又は在学される方に資 

料の館外貸出を行った。 

ａ a 

 

 市教育委員会と連携し、小・ 

中学校の児童・生徒を対象にし 

た「ほんものの科学体験講座」 

の開催が計画を上回って、25 

回開催している。 

 

 

 

 

55．山陽小野田市教育委員会と連携 

し、教職課程履修学生が市内の 

小・中学校へ理科授業の準備、実 

験、個別指導を補助するスクール 

ボランティアを 2 校以上派遣する。 

 

55．(1) 市内の小・中学校 7 校に、 

学生が理科授業の準備、実験、個 

別指導を補助するスクールボラン 

ティアを派遣した。 

(2) 小・中学生を対象とした理科 

教育事業「ジュニア科学教室」に 

講師を派遣した。 

(3) 小学校におけるプログラミン 

グが必修化されることを念頭に、 

小学校 4～6 年生を対象にした「小 

学生プログラミング教室」を全 10 

回シリーズで開催した。 

ａ a 

 

 市教育委員会と連携し、スク 

ールボランティアや「ジュニア 

科学教室」、「小学生プログラミ 

ング教室」を実施し、初等中等 

教育への支援に努めている。ス 

クールボランティアは計画を大 

きく上回って、7 校に派遣して 

いる。 

 

3
4

 



 

 

中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

 （４）評価制度等の活用による業務運営の改善に向けた継続的な取組の推進 

 
 

① 自己点検評価及び外部監査を活 

用し、業務運営の改善に向けた継 

続的な仕組みを構築する。 

 

56．内部監査を 1 回以上実施し、大 

学運営の改善・向上につなげるよ 

う適切に機能させる。 

 

56．内部監査規程及び内部監査計画 

書に基づく内部監査を実施し、大 

学運営の改善に向けた取り組みを 

行った。また、山陽小野田市公立 

大学法人評価委員会による外部評 

価での指摘事項を学長アクション 

プランに盛り込み、大学運営に反 

映させた。 

ａ a 

 

 内部監査の実施や山陽小野田

市公立大学法人評価委員会によ 

る外部評価を活用し、業務運営 

の改善に向けた取り組みを行っ 

ている。 

 
 

② 監査法人等が行う外部監査の仕 

組みを構築する。 

 

57．監事監査を 1 回以上実施し、業 

務運営の改善に向けた継続的な取 

り組みを推進する。 

 

57．監事監査を実施するとともに、 

理事会、経営審議会、教育研究審 

議会に監事の出席を依頼し意見を 

聴取し、業務運営の改善に向けた 

継続的な取り組みを推進した。 

ａ a 

 

 監事監査の実施や理事会等へ 

の監事の出席を行い、業務運営 

の改善に向けた取り組みを行っ 

ている。 

 

 （５）他の教育機関等との連携 

 
 

① 東京理科大学と姉妹校協定を締 

結し、教育研究、産学連携、人材 

育成及び職員の人事交流等を継続 

する。 

 

58．東京理科大学との姉妹校協定に 

基づき、東京理科大学への特別編 

入学制度、大学院特別推薦入学制 

度等を継続する。 

 

58．東京理科大学と山陽小野田市立 

山口東京理科大学との連携協力協 

定に基づき、特別編入学、大学院 

推薦入学制度を継続した。また、 

公立諏訪東京理科大学と知的・人 

的資源の交流及び活用を図り、教 

育研究の充実、人材の育成、活力 

ある地域社会の形成に寄与するこ 

とを目的として、包括連携・協力 

に関する協定を締結した。 

ａ a 

 

東京理科大学との姉妹校協定 

に基づき、東京理科大学への特 

別編入学制度、大学院特別推薦 

入学制度等を継続し、公立諏訪 

東京理科大学と包括連携・協力 

に関する協定を締結している。 

 

 

3
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

② 公立大学協会加盟校や中四国支 

部大学と連携する。 

 

59．公立大学法人等運営事務研究会 

を本学で開催し、公立大学協会加 

盟校と連携した事務職員研修会を 

実施する。 

 

59．学校法人から公立大学法人に移 

行した大学により構成する「公立 

大学法人等運営事務研究会」を本 

学にて開催し「10 年後の変化を考 

える」をテーマに事務職員合同研 

修会を実施した。 

ａ a 

 

 公立大学協会加盟校等連携し 

た「公立大学法人等運営事務研 

究会」を開催し、事務職員研修 

会を実施している。 

 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

（１）教育組織の見直し 

 
 

自己点検評価や外部評価等を踏 

まえ、学部及び研究科等の教育研 

究組織を見直し、適切な教員配置 

を行う。 

 

60．学部・学科及び研究科の教育研 

究組織、附属研究所の研究組織の 

見直しを含め、適切な教員配置計 

画を作成する。 

 

60．新しいビジネスモデルやテクノ 

ロジーを構築することを目的とし 

た革新的なアイディアを生み出す 

ことに注力するため、液晶研究所 

と先進材料研究所を発展的に改組 

し、研究推進機構を平成 31 年 4 

月に設置する計画を作成した。 

ａ a 

 

 学部及び研究科等の教育研究 

組織を見直し、適切な教員配置 

を行うため、液晶研究所と先進 

材料研究所を発展的に改組し、 

研究推進機構を平成 31 年 4 月 

に設置する計画を作成してい 

る。 

 

（２）薬学部の設置 

 
 

平成 30 年 4 月に現在の校地内に 

薬学部を開設する。 

 

61．薬学部と工学部が連携して、社 

会が求める地域包括ケアシステム 

の推進に向けてどのような役割を 

果たすかプロジェクトを立ち上げ、 

関係機関と協議を行う。 

 

61．薬学部と工学部の「研究発表・ 

技術交流会」を開催し、薬工連携 

による研究活動について協議し 

た。また、研究推進機構に生命科 

学と工学を結び付けた横断的領域 

を扱う「生命工学研究部門」、工 

学・薬学の融合領域を中心に学内 

外との共同研究を推進する「特別 

研究部門」を設置することとした。 

ｂ b 

 

 薬学部と工学部の連携による 

「研究発表・技術交流会」を開 

催し、薬工が連携した研究活動 

について協議を行っている。ま 

た、薬学と工学の横断的領域を 

扱う研究部門の設置検討を行っ 

ている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１）教職員にインセンティブが働く仕組みの確立 

 
 

外部研究費の獲得件数の増等、 

教育研究活動の活性化や教職員の 

資質の向上に資する仕組みを構築 

する。 

 

62．科学研究費補助金への申請にイ 

ンセンティブを持たせ、教員の 

75％以上の申請を目指す。また、 

科学研究費補助金の申請説明会を 

開催し、採択率の向上を図る。 

 

62．競争的研究資金である科学研究 

費補助金を申請した教員に対し、 

教育研究費を加算して配分するこ 

とにより、教員の 75.6％が申請を 

行った。また、科学研究費補助金 

の申請説明会を開催した。 

ａ a 

 

 科学研究費補助金の獲得件数

の増加を目指し、申請説明会の 

開催や申請者に加算配分するこ 

とによって、教員の科学研究費 

補助金への申請が昨年度実績 

76.0％より減少しているが、計 

画 75.0％以上を達している。 

 

（２）全学的な視点に立った公正、公平で客観的な制度の構築 

 
 

① 教育職員の人事制度、採用方針 

及び計画等をとりまとめる教員人 

事委員会を設置し、全学的な視点 

に立った制度を構築する。 

 

63．教育環境の維持・向上を図るた 

め、工学部において教員一人当た 

りの学生数が適正であるか検証を 

行い、教育職員の採用計画を実施 

する。 

 

63．一般教育及び基礎教育を担当す 

る共通教育センターの教員 3 名の 

増員計画を作成し、公募による採 

用を実施し 2 名を採用した。また、 

応用化学科において欠員となって 

いた教員 1 名を採用した。 

ｂ b 

 

 教育環境の維持・向上を図る 

ため、教員増員計画を作成し、 

必要な教員 3 名を採用している。 

 
 

② 事務職員の適正な定数管理もと、 

全学的な視点・方針に則り、限ら 

れた人材を効果的に配置する。 

 

64．6 号館 1 階に薬学事務室を新設 

し、適切な人員配置と、薬学事務 

に関する研修を実施する。 

 

64．教務課に薬学事務を担当する部 

署を新設し、東京理科大学薬学事 

務課にて長期研修を行った職員を 

含め人員を配置した。 ｂ b 

 

 教務課に薬学事務を担当する 

部署を新設し、東京理科大学薬 

学部で長期研修を受けた職員を 

配置し、人材の効果的配置を行 

っている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

 
 

(1) 外部委託の活用、情報化の推進 

等、業務の効率化を行う。 

 

65．学内各種様式の電子化を進める。 

また、決裁関係書類の電子決裁化 

を促進する。 

 

65．インターネット出願を推進する 

とともに、学生アパート紹介業務、 

学生宿舎及び客員宿舎管理業務、 

清掃業務、警備業務、入試関連業 

務等において外部委託の活用を推 

進し、業務の効率化を行った。 

ｂ b 

 

 インターネット出願の推進、 

学生アパート紹介業務、入試関 

連業務等の外部委託の活用を推 

進し、業務の効率化を行ってい 

る。 

 
 

(2) 学内の各種データや業務手順書 

等をデータベースとして一元化す 

る。 

 

66．学内会議資料の電子化を進め、 

会議資料のペーパーレス化と業務 

の効率化を行う。 

 

66．月例開催の教授総会、学部運営 

会議の会議資料を学内グループウ 

ェア内に PDF データを掲載し、会 

議では資料を投影し、出席者はタ 

ブレットや PC で資料を閲覧する 

ことによりペーパーレス化を推進 

した。 

ｂ b 

 

 タブレットや PC での資料の 

閲覧、学内グループウェア内へ 

の PDF データの掲載等により、 

会議資料のペーパーレス化を推 

進し、業務の効率化に努めてい 

る。 

 

Ⅳ．財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

１ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

（１）授業料学生納付金 

 
 

大学院の入学定員増を行い、学 

生納付金の安定的確保を図る。 

 

67．大学院薬学研究科薬学専攻の設 

置に向けた準備委員会を組織し、 

基本構想の作成に向けた準備を行 

う。 

 

67．大学院薬学研究科薬学専攻の設 

置に向けた準備委員会を組織し、 

基本構想の作成に向けた準備を推 

進することとした。 
ｂ b 

 

 大学院薬学研究科薬学専攻の 

設置に向けた準備委員会を設置 

し、基本構想の作成に向けた準 

備を進めている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

（２）外部資金等の積極的導入 

 
 

研究助成金や競争的研究資金の 

採択率を高めるための措置を講じ 

る 

 

68．外部資金及び競争的資金獲得に 

向けた研修会を 1 回以上開催する。 

 

68．「科研費 採択される 10 条件」を 

テーマに、外部講師による研修会 

を 9 月 27 日に開催した。 ａ a 

 

 外部講師を招いて外部資金及 

び競争的資金獲得に向けた研修 

会を 1 回開催している。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

 
 

中・長期財政計画に基づき、適 

正な予算編成と厳格な予算執行を 

行う。 

 

69．研究代表者として外部資金及び 

科学研究費補助金等を獲得した教 

員に対し、教員研究費としてイン 

センティブ特別配分を実施する。 

 

69．研究代表者として外部資金及び 

科学研究費補助金を獲得した教員 

に対し、本法人に納付される間接 

経費の一部を教員研究費として研 

究代表者に還元する特別配分を実 

施した。 

ａ a 

 

 研究代表者として外部資金及 

び科学研究費補助金等を獲得し 

た教員に対し、教員研究費とし 

てインセンティブ特別配分を実 

施している。 

 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

 
 

① 教室の稼働率、体育施設の利用 

状況、図書館の利用者数等、施設 

設備の利用状況を調査し、その結 

果に基づき、施設設備の運用改善、 

有効活用を図る。 

 

 

70．学内売店の機能及びスペースを 

拡充し、利用者の利便性を向上す 

ることにより学生満足度の向上を 

図る。 

 

70．3 号館 1 階の売店スペースを拡 

充し、書籍コーナーを増設した新 

しい売店が 4 月 5 日にオープンし 

た。また、6 号館 1 階に、3 箇所 

目の学生食堂として、カフェテリ 

ア「きらきら食堂」がオープン 

し、利用者の利便性の向上に努め 

た。 

ａ a 

 

 学内売店のスペースを拡充し 

書籍コーナーの増設や、3 箇所 

目となる学生食堂をオープンす 

る等、利用者の利便性の向上に 

努めている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

① 教室の稼働率、体育施設の利用 

状況、図書館の利用者数等、施設 

設備の利用状況を調査し、その結 

果に基づき、施設設備の運用改善、 

有効活用を図る。 

 

71．山陽小野田市と連携し、幅広い 

世代の人々が、各自の興味関心・ 

競技レベルに合わせて、さまざま 

なスポーツに触れる機会を提供す 

る、総合型地域スポーツクラブと 

して整備に向けた調査を行う。 

 

71．スポーツ庁が平成 31 年 3 月に 

設置した、大学スポーツに係る大 

学横断的かつ競技横断的統括組織 

である「一般社団法人大学スポー 

ツ協会」（UNIVAS）に加入し、大 

学スポーツの振興により知・徳・ 

体を備えた身体面・精神面と学業 

面で優れた人材の育成に向けた準 

備を行った。 

ｂ b 

 

 スポーツ庁が設置した「一般 

社団法人大学スポーツ協会」 

（UNIVAS）に加入し、大学ス 

ポーツの振興により知・徳・体 

を備えた人材の育成に向けた準 

備を進めている。 

 
 

② 施設設備の資産価値を保全し、 

大規模修繕等の経済的損失を最小 

限に抑えるため、適切かつ計画的 

な保守・管理を行う。 

 

72．大学構内に複数個所設置してい 

る学生及び教職員駐車場及び臨時 

駐車場を、計画的に大学構内の適 

正な位置又は学外に移設すること 

により、大学構内における交通安 

全に努める。 

 

72．大学に隣接する県有地を取得し 

駐車場として整備を行った。今後、 

大学構内に複数個所設置している 

学生及び教職員駐車場及び臨時駐 

車場の計画的な移設を行い、大学 

構内の交通安全に努めることとし 

た。 

ｂ b 

 

 大学構内に複数個所設置して 

いる駐車場の計画的な移設を行 

って、大学構内の交通安全を検 

討している。 

 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置 

（１）自己点検、評価を実施する体制の整備 

 
 

加盟する認証評価機関の評価基 

準と評価項目に沿って自己点検・ 

評価を実施する。併せて、中期計 

画の目標達成状況を自己評価する。 

 

73．公益財団法人日本高等教育評価 

機構から平成 30 年 3 月に受けた 

「適合」の評価を維持、向上させ 

るため、引き続き、評価項目に沿 

った自己点検・評価に取り組む。 

 

73．工学部の機械工学科、電気工学 

科、応用化学科が自己点検・評価 

を実施し、日本技術者教育認定機 

構（JABEE）に継続審査の申請を 

行い、全学科基準に適合している 

と評価された。また、教職課程の 

再課程認定の申請を行い、文部科 

学省から認定を受けた。 

ａ a 

 

 工学部の 3 学科について自己 

点検・評価を実施し、日本技術 

者教育認定機構（JABEE）に 

継続審査の申請を行い、認定を 

受けている。また、教職課程の 

再課程認定を文部科学省に申請 

し、認定を受けている。 

 

 

4
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

（２）自己点検、評価の内容、方法の充実 

 
 

具体的に設定された指標や達成 

水準に基づいた自己点検・評価を 

実施し、その評価結果を適切に大 

学運営の改善に反映させる。 

 

74．日本技術者教育認定機構 

（ J A B E E )による継続審査を受 

け、本学の自己点検・評価システ 

ムの仕組み自体の機能が適切であ 

るかについて点検を行い、JABEE 

認定プログラムの履修者の増加に 

努める。 

 

74．日本技術者教育認定機構 

（JABEE）による審査を、工学部 

3 学科が個々に受審していたもの 

を、一括審査方式にて受審を行い、 

3 学科が JABEE の継続認定を受け 

た。 

ｂ b 

 

 工学部が日本技術者教育認定 

機構（JABEE）による一括審 

査方式にて受審を行い、3 学科 

が JABEE の継続認定を受けて 

いる。 

 

（３）評価結果の公表 

 
 

自己点検、評価の結果について 

は要約した資料を公表する。 

 

75．自己点検、評価の結果について 

要約した資料を作成し、大学ホー 

ムページに掲載する。 

 

75．中期計画及び年度計画に対する 

自己点検及び評価の結果について 

要約した資料を作成し大学ホーム 

ページに掲載し、山陽小野田市公 

立大学法人評価委員会による外部 

評価結果についても大学ホームペ 

ージに掲載した。また、地域社会 

との連携、地域貢献に関する中期 

計画に対する本学の取り組みを要 

約した「地域連携・社会貢献レポ 

ート」を作成し、大学ホームペー 

ジに掲載した。 

ａ a 

 

 中期計画及び年度計画に対す 

る自己点検及び評価の結果につ 

いて要約した資料、山陽小野田 

市公立大学法人評価委員会によ 

る評価結果について、大学のホ 

ームページに掲載し、公表して 

いる。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

１ 施設設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

 
 

良好な教育研究活動環境を維持 

するため、既存施設の修繕計画や 

新たな施設設備及び実験機器の整 

備計画を策定する。 

 

76．図書館利用者へのサービスの向 

上のために、図書及び電子ジャー 

ナルの蔵書数を計画的に増加する。 

また、書架及び自習のための閲覧 

スペースの拡充に努める。 

 

76．図書館利用者へのサービスの向 

上のために、6 号館 1 階に図書館 

別館を設置し、図書及び電子ジャ 

ーナルの蔵書数の増加、書架及び 

閲覧スペースの拡充を行った。ま 

た、5 号館 1 階に自習のためのス 

ペースとしてアクティブ・ラーニ 

ング室を 3 室設置した。 

ａ a 

 

 図書館利用者へのサービスの 

向上のために、図書及び電子ジ 

ャーナルの蔵書数の増加、書架 

及び閲覧スペースの拡充と、ア 

クティブ・ラーニング室の設置 

を行っている。 

 

 

 

 

77．工学部の教育研究活動環境の向 

上に向け、新たな施設設備及び実 

験機器の整備計画を策定する。 

 

77．薬学部の実験機器について施設 

整備計画及び搬入計画を作成し、 

計画的な整備を行った。また、機 

械設計工作設備を維持管理し、教 

育及び研究に供する「機械設計工 

作センター」に、CNC 旋盤、NC 

立型フライス盤、細穴加工機等を 

計画的に整備した。 

ｂ b 

 

 教育及び研究に供する「機械 

設計工作センター」に、CNC 

旋盤や NC 立型フライス盤等、 

各種工作機器を計画的に整備し 

ている。 
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

 
 

学校保健法及び労働安全衛生法 

に基づく安全衛生管理体制を確保 

し、学生や教職員の健康保全及び 

安全衛生に努める。 

 

78．研究室等において、薬品類の適 

正な保管管理、作業・移動のため 

のスペースの確保、健康に配慮し 

た換気など、学生や研究従事者の 

健康保全及び安全衛生に努める。 

 

78．研究室及び実験室において、薬 

品類の適正な保管管理、作業環境 

の安全管理、局所排気装置の管理 

等を強化するために、環境安全管 

理室の設置に向け準備を行った。 

また、階段への落下物防止ネット 

の設置、吹き抜け箇所の落下物防 

止対策等の安全対策を行った。こ 

のほか、職員の健康管理のため、 

ストレスチェックを計画的に実施 

した。 

ａ a 

 

 研究室等における薬品類の適 

正な保管管理、作業環境の安全 

管理等を強化するため、環境安 

全管理室の設置に向けて準備を 

進め、学生や研究従事者の健康 

保全及び安全衛生の確保に努め 

ている。 

 
 

 
 

79．薬品管理システムを適切に運用 

し、薬品の一元管理を強化し、特 

定化学物質の環境への排出量の把 

握等及び管理の改善に関する法律 

（PRTR 法）の遵守に努める。 

 

79．薬品管理システム CRIS の運用 

を開始し、薬品の一元管理の強化 

を図った。また、特定化学物質の 

環境への排出量の把握及び管理を 

適切に行うために「環境安全のし 

おり」を作成した。 

ａ a 

 

 薬品管理システム CRIS の運 

用を開始し、薬品の一元管理の 

強化を図るとともに、管理を適 

切に行うために「環境安全のし 

おり」を作成している。 

 

３ 法令順守及び危機管理に関する目標を達成するための措置 

 
 

研究費を適正に使用し法令の遵 

守に努める。また、危機管理体制 

を整備するとともに、学生、教職 

員に対し防災訓練等を定期的に行 

う。 

 

 

80．学生及び教職員を対象に防災講 

習会及び防災訓練を 1 回以上開催 

する。 

 

80．学生及び教職員を対象に防災講 

習会、防災訓練、煙避難訓練、消 

火訓練を 12 月 20 日に実施した。 

また、県道 354 号線側の歩道用に 

歩行者用の LED 照明を 5 基設置し 

た。 

ａ a 

 

 学生及び教職員を対象に防災 

講習会、防災訓練、煙避難訓練、 

消火訓練を 1 回実施している。 

 

 

4
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中期目標 
平成 30 年度計画 

法人による自己評価結果 評価委員会による評価結果 

(平成 28 年度から令和３年度) 計画の実施状況等 評価 評価 評価のポイント、委員確認事項 

 
 

研究費を適正に使用し法令の遵 

守に努める。また、危機管理体制 

を整備するとともに、学生、教職 

員に対し防災訓練等を定期的に行 

う。 

 

 

81．自動体外式除細動器（AED）に 

ついて、学生及び教職員を対象に 

した救急講習会を 1 回以上開催す 

る。 

 

81．自動体外式除細動器（AED）に 

ついて、学生及び教職員を対象に 

した救急講習会を 12 月 20 日に開 

催した。また、校内に 3 箇所ほど 

新規に AED を設置した。 
ａ a 

 

 学生及び教職員を対象に、自 

動体外式除細動器（AED）の 

救急講習会を 1 回開催している。 

 

 

 

 

82．災害対応能力の向上を目指して 

学生消防団員として活躍する学生 

が今後も増加するように、宇部・ 

山陽小野田消防局と連携して周知 

を図る。 

 

82．学生消防団員辞令交付式を学内 

にて行い、12 名の学生消防団員が 

任命された。新任者研修や応急手 

当て、救命の講習を受講し、大学 

祭である竜王祭にて学生消防団員 

の募集活動を行った。また、山陽 

小野田警察署、大学周辺自治会長、 

学生による連絡協議会を年 3 回開 

催し、護身術の講習会や地域の防 

犯について協議した。 

ａ a 

 

 災害対応能力の向上を目指し

て宇部・山陽小野田消防局と連

携し、学生消防団員に 12 名が

任命されている。 
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公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学業務実績の評価に対する基本的な考え方 

 

１ 評価の目的 

 (1) 評価により、大学の継続的な質的向上を促進すること 

 (2) 評価を通じて、社会への説明責任を果たすこと 

 

２ 基本方針 

 (1) 評価は、教育研究の特性、自主性、自律性に配慮しつつ、法人の継続的な質的 

向上に資するものとする。 

(2) 評価は、中期目標・中期計画の達成状況を踏まえ、法人の業務実績全体につい 

て総合的に行う。 

(3) 評価は、一連の過程を通じて、法人の状況を分かりやすく示し、社会への説明 

責任を果たすものとする。 

(4) 評価は、法人が自主的に行う組織・業務全般の見直しや次期の中期目標・中期 

計画の検討に資するものとする。 

(5) 評価にかかる業務が法人の過度の負担とならないように留意する。 

(6) 評価の仕組みについては、必要に応じて工夫・改善を行う。 

 

３ 評価事項 

 

 ア イ及びウに掲げる事業年度以外の各事業年度における業務の実績 

イ 中期目標の期間の最後の事業年度の前々事業年度における業務の実績及び中期 

目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務の実績 

ウ 中期目標の期間の最後の事業年度における業務の実績及び中期目標の期間にお 

ける業務の実績 

 

４ 評価方法 

 ○評価は、法人の自己点検・評価に基づいて行うことを基本とする。なお、法第 79 

条の規定に基づき、中期目標期間における評価は、認証評価機関（公益財団法人 

日本高等教育評価機構）の評価を踏まえることとする。 

 ○評価は、「項目別評価」と「全体評価」により行う。 

  ・項目別評価 

    中期目標・中期計画に定められた各項目の進捗状況または達成状況を確認し、 

評価を行う。 

  ・全体評価 

    項目別評価の結果を踏まえ、法人の中期目標・中期計画の進捗状況または達 

成状況の全体について総合的に評価を行う。 

 ○評価の透明性・正確性を確保するために、評価結果を決定する前にその結果を法 

人に示して、意見の申立ての機会を設ける。 

 ○評価の具体的な方法については、別途定める。 

参考資料１ 
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公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学各事業年度の業務実績評価実施要領 

 

１ 趣旨 

  この要領は、地方独立行政法人法第 78 条の２の規定及び当該規定に基づき定めら 

れた市規則（山陽小野田市公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規 

則）に基づき、山陽小野田市公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」とい 

う。）が行う公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学（以下「法人」という。） 

の各事業年度の業務実績に関する評価（以下「年度評価」という。）を適切に行うた 

め、評価の実施に関して必要な事項を定めるものである。 

 

２ 評価の目的 

  年度評価は、法人の業務運営の自主的かつ継続的な見直し・改善を促し、法人の 

業務の質的向上、業務運営の効率化、透明性の確保に資することを目的として行う。 

 

３ 評価の基本方針 

  年度評価は、法人の中期目標の達成に向けた中期計画の進捗状況を確認する観点 

から行い、評価に当たっては、法人の自己点検をもとにし、総合的かつ効率的に行 

うこととする。 

 なお、評価の際は、法人の教育研究の特性や業務運営の自主性・自律性に配慮す 

るとともに、評価を通じて、法人の中期目標の達成に向けた取組状況を市民に分か 

りやすく示すよう努めるものとする。 

 

４ 年度評価の実施時期 

  年度評価は、当該事業年度終了後、概ね５ヶ月以内に実施するものとする。 

 

５ 年度評価の実施方法 

 (1) 評価手法 

   年度評価は、その目的を効率的かつ効果的に達成するため、法人がその業務実 

績に基づいて行う自己評価結果を踏まえ、項目別に評価のうえ、中期計画の進捗 

状況について総合的な評価（全体評価）を行う。 

(2) 評価項目 

  評価項目については、別表１のとおりとする。 

(3) 評価基準 

  評価に当たっては、別表２の取扱いを基本に、取組状況や計画の難易度、外的 

要因等、それぞれの状況を総合的に勘案して評価するものとする。 

(4) 評価の手順 

 ① 項目別評価 

  ア 法人による実績報告・自己評価 

     法人は、年度計画記載事項ごと（事業単位）及び評価指標ごと（指標単位） 

の業務実績（年度計画における各事業の実施状況及び事業の成果に関する指 

参考資料２ 
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標）を取りまとめ、(3)に定める評価基準に沿って自己評価を行ったうえ、業 

務実績報告書を作成し、評価の実施時期の属する年度の６月末日までに評価 

委員会に提出する。 

  イ 評価委員会による検証・評価 

   (ア) 法人の自己評価結果の検証・評価 

       評価委員会は、法人から提出された業務実績報告書について、法人関 

係者からのヒアリング等によって検証のうえ、事業単位及び指標単位で 

(3)に定める評価基準に沿って評価する。 

 なお、評価委員会は、検証・評価を行ううえで必要がある場合、法人 

に対して資料の追加提出を求めることができるものとする。 

   (イ) 大項目別評価 

       評価委員会は、事業単位及び指標単位評価の結果を踏まえ、別表１に 

定める大項目ごとに、(3)に定める評価基準に沿って、中期計画の進捗状 

況を総合的に勘案して評価する。 

 ② 全体評価 

    評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、中期目標の達成に向けた中期計 

画全体の進捗状況を総合的に勘案して評価する。 

(5) 評価書の作成 

 ① 評価書原案の作成及び法人からの意見の聴取 

    評価委員会は、評価の透明性・正確性を確保するため、(4)に定める手順によ 

って評価した結果をとりまとめ、評価書原案を作成し、法人に提示する。 

 法人は、評価書原案に対する意見を書面により評価委員会に申し出るものと 

する。 

 ② 評価書の確定 

    評価委員会は、評価書原案に対する法人からの意見を踏まえ、必要に応じて 

法人関係者の説明を受けた後、当該意見の適否を審議し、当該案に修正を加え 

る等により評価書を確定する。 

 

６ 評価結果の取扱い 

 (1) 評価結果の通知及び公表 

   評価委員会は、評価書を作成したときは、遅滞なく当該評価書を法人及び山陽 

小野田市長に送付するとともに、山陽小野田市ホームページ等で公表する。 

(2) 評価結果の活用・反映 

  法人は、評価結果を自らの業務運営等の見直しまたは改善に活用・反映させて 

いくものとする。 

 なお、評価委員会は、評価に際して、過去の評価結果が法人の業務運営に活用・ 

反映されているか確認するものとする。 

(3) 個人情報の取扱い 

  評価の実施に当たっては、山陽小野田市情報公開条例、山陽小野田市個人情報 

保護条例等法令の規定を踏まえ、個人に関する情報その他の情報の取扱いに留意 
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する。 

 

７ 評価方法の継続的な見直し 

  この要領については、年度評価の実施状況等を踏まえ、必要に応じて見直すもの 

とする。 

 

８ その他 

  この要領に定めるもののほか、評価の実施に必要な事項は、評価委員会が別に定 

める。 
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別表１：年度評価における評価項目 

 

評価区分 評価の対象、内容等 

項目別 

評価あ 

事業単位 

評価ふふ 

年度計画のⅠからⅥの最小項目として記載されている各事項の達成状況 

※ ⅦからⅪに係る実績については、全体評価の際に参考情報としている。 

指標単位 

評価ふふ 
年度計画の各数値目標の達成状況 

大項目別 

評価ふふ 

事業単位評価及び指標単位評価を踏まえた、中期計画における６つの大項

目（１５区分）ごとの進捗状況 

 

Ⅰ．教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

Ⅱ．地域社会との連携、地域貢献に関する目標を達成するための措置 

Ⅲ．業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

Ⅳ．財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 

１ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

Ⅴ．自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成 

Ⅴ．するための措置 

Ⅵ．その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

１ 施設設備の整備、活用等に関する目標を達成するための措置 

２ 安全衛生管理に関する目標を達成するための措置 

３ 法令遵守及び危機管理に関する目標を達成するための措置 

全体評価 項目別評価を踏まえた中期計画全体の進捗状況 
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別表２：年度評価における評価基準 

 

評価区分 評定 評語 評価の目安 

項 

目 

別 

評 

価 

事業単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 上回るもしくは十分な実施 

ｂ 年度計画を概ね実施 実施 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 下回るもしくは実施が不十分 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 特に劣るもしくは実施せず 

指標単位 

評価ああ 

ａ 年度計画を上回る 達成率 100％以上 

ｂ 年度計画を概ね実施 達成率 80％以上 100％未満 

ｃ 年度計画を十分に実施せず 達成率 60％以上 80％未満 

ｄ 年度計画を大幅に下回る 達成率 60％未満 

大項目別 

評価ああ 

Ａ 中期計画の進捗は順調 

大項目別（１５区分）に、中期

計画の進捗状況について、事業

単位評価及び指標単位評価か

ら総合的に勘案し、評価 

Ｂ 中期計画の進捗は概ね順調 

Ｃ 
中期計画の進捗はやや遅れて

いる 

Ｄ 中期計画の進捗は遅れている 

全体評価 

中期計画の進捗は順調 

中期計画全体の進捗状況につ

いて、項目別評価から総合的に

勘案し、評価 

中期計画の進捗は概ね順調 

中期計画の進捗はやや遅れている 

中期計画の進捗は遅れている 
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参考資料３ 

  

【大項目評価の評価基準】 

  年度評価の評定において、ほとんどがａ、ｂで、ｃ、ｄが１、２個程度の場合 

 

評価値 

Ｘａ＝ 
Ｎａ－Ｎｃ－２×Ｎｄ 

×100(％)……(1) 
Ｎａ＋Ｎｂ＋Ｎｃ＋Ｎｄ 

  

   但し、Ｎａ、Ｎｂ、Ｎｃ、Ｎｄは、評定ａ、ｂ、ｃ、ｄの個数 

 

評価値Ｘａ 大項目評価 

＞75％ Ａ 

≦75％ Ｂ 

 

 

 令和元年 7 月 30 日 

評 価 委 員 会 提 示 



 

 

【用語の解説】 

 

●学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 〔P.15 ①〕 

  学位の授与に関する基本的な考え方について、各大学等が、その独自性並びに特 

色を踏まえ、まとめたもの。この方針において、大学卒業（大学院修了）生に身に 

付けさせるべき能力に関する大学の考えを示すことにより、受験者が大学を選択す 

る際や、企業等が大学卒業（大学院修了）生を採用する際の参考となる。機構の認 

証評価では、同方針について明確に定め、それに照らして、成績評価や単位認定、 

卒業認定が適切に実施され有効なものとなっているかを評価する。 

 

●教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー） 〔P.15 ①〕 

  教育課程の編成及び実施方法に関する基本的な考え方をまとめたもの。この方針 

の策定に当たっては、教育課程の体系化、単位の実質化、教育方法の改善、成績評 

価の厳格化等について留意することが必要である。機構の認証評価では、同方針に 

ついて明確に定め、それに基づいて教育課程が体系的に編成され、その内容、水準 

が授与される学位名において適切であるかどうかを評価する。 

 

●入学者受入れ方針（アドミッション・ポリシー） 〔P.15 ①〕 

  各大学・学部等が、その教育理念や特色等を踏まえ、どのような教育活動を行い、 

また、どのような能力や適性等を有する学生を求めているのかなどの考え方をまと 

めたもの。 

 

●アクティブ・ラーニング 〔P.15 ②〕 

  教員による一方的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修への参加 

を取り入れた教授・学習方法の総称。 

 

●ＦＤ（Faculty Development）活動 〔P.17 №9〕 

  教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組の総称。具体的な 

例としては、教員相互の授業参観の実施、授業方法についての研究会の開催、新任 

教員のための研修会の開催等を挙げることができる。 

 

●大学リーグやまぐち 〔P.18 №10〕 

  山口県内の高等教育機関の連携を深め、また、行政、産業界等と広範なネットワ 

ークを形成し、それぞれの特性を活かした様々な連携事業を実施することにより、 

県内高等教育機関の魅力及び地域貢献力の一層の向上を図るとともに、それぞれの 

主体が一体となって、地域社会の発展に寄与することを目的とする。 

 

●ピアサポート 〔P.20 №17〕 

  学生生活上で支援（援助）を必要としている学生に対し、仲間である学生同士で 

参考資料４ 
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気軽に相談に応じ、手助けを行う活動。支援を求める側にとっては支援者が学生で 

あることで気軽なサポートが受けられ、支援を行う学生は、サポートを通じて自ら 

を成長させる機会が得られる。（peer：同じような立場の人） 

 

●キャリア支援 〔P.21 (2)〕 

  学生が自己の能力や適性、志望に応じて卒後の進路を主体的に選択し、社会的、 

職業的な自立を図るために必要な能力を培うために整備された大学内の支援体制。 

 支援は教育課程やガイダンスの実施、就職に関する情報の収集・提供等を通じて行 

われる。 

 

●ＳＤ（Stuff Development）活動 〔P.33 ③〕 

   大学等の管理運営組織が、目的・目標の達成に向けて十分機能するよう、管理運 

営や教育・研究支援に関わる事務職員・技術職員又はその支援組織の資質向上のた 

めに実施される研修などの取組みの総称。平成 29 年４月から、大学設置基準におい 

てもＳＤ活動が義務化されている。 

 

●他の教育機関等の連携（大学間の連携） 〔P.35 (5)〕 

  設置形態の枠組みを超えた高等教育機関間（地域を含む。）の連携協力による教 

育・研究・社会貢献機能の充実・強化を行う取組を指す。 

 

●自己点検、評価 〔P.40 Ⅴ〕 

  大学等が、自己の目的・目標に照らして教育研究等の状況について点検し、優れ 

ている点や改善すべき点などを評価し、その結果を公表するとともに、その結果を 

踏まえて改善向上を行っていくという質保証の仕組み。学校教育法第 109 条におい 

て、その活動が義務化されており、高等教育の質保証は一義的に大学等自らが主体 

的に行うものという点が示されている。 

 

●認証評価機関 〔P.40 №73〕 

  認証評価を実施する機関として文部科学大臣の認証を受けた評価機関。機関が文 

部科学大臣の認証を受けるためには、その評価基準、評価方法、実施体制などが文 

部科学大臣の定める認証基準に適合すると認められる必要がある。 
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